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比率

（B)/(A)

（％）

北 海 道 6,737 5,730 85.1

青 森 県 1,606 1,414 88.0

岩 手 県 1,495 1,218 81.4

宮 城 県 1,580 1,289 81.6

秋 田 県 1,091 997 91.4

山 形 県 1,359 1,195 87.9

福 島 県 1,813 1,588 87.6

茨 城 県 2,130 1,597 75.0

栃 木 県 1,556 1,343 86.4

群 馬 県 1,931 1,626 84.2

埼 玉 県 4,557 3,499 76.8

千 葉 県 4,848 3,026 62.4

東 京 都 17,634 11,256 63.8

神 奈 川 県 7,982 5,366 67.2

新 潟 県 4,082 3,478 85.2

長 野 県 1,760 1,506 85.5

山 梨 県 1,230 1,079 87.7

静 岡 県 3,983 3,043 76.4

愛 知 県 6,287 4,332 68.9

岐 阜 県 1,708 1,318 77.2

三 重 県 1,908 1,582 82.9

富 山 県 1,331 1,092 82.0

石 川 県 2,653 2,122 80.0

福 井 県 1,189 1,010 84.9

滋 賀 県 1,069 824 77.0

京 都 府 2,829 2,176 76.9

奈 良 県 952 731 76.8

大 阪 府 7,345 4,623 63.0

兵 庫 県 4,363 3,137 71.9

和 歌 山 県 1,487 1,151 77.4

鳥 取 県 917 784 85.5

島 根 県 1,180 1,006 85.3

岡 山 県 1,814 1,476 81.3

広 島 県 3,352 2,259 67.4

山 口 県 1,993 1,548 77.7

徳 島 県 498 417 83.7

香 川 県 1,223 910 74.4

愛 媛 県 1,500 1,224 81.6

高 知 県 833 750 90.0

福 岡 県 5,156 4,227 82.0

佐 賀 県 845 722 85.5

長 崎 県 1,770 1,577 89.1

熊 本 県 1,556 1,377 88.5

大 分 県 1,366 1,187 86.9

宮 崎 県 1,507 1,362 90.4

鹿 児 島 県 2,475 2,197 88.8

沖 縄 県 2,002 1,721 86.0

計 130,483 99,092 75.9

都道府県名

官公需総額

（A）

（億円）

うち中小企業者向け

（B）

（億円）

Ⅰ．平成２１年度地方公共団体における官公需の契約実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注）地方公共団体の契約実績は、都道府県、人口 10万人以上の市及び東京特別区を対象としている. 
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問３ 問４

　「その他」の措置と

は、具体的に何か。

　講じていない場合

の理由は。

講じている 講じていない 条例 方針 その他
措置記入

の有無

理由記入

の有無

北 海 道 10 1 2 8 8

青 森 県 3 1 1 3 3 1

岩 手 県 2 3 2 2 3

宮 城 県 2 2 2 2 2

秋 田 県 2 1 1 2 2 1

山 形 県 2 2 2 2 2

福 島 県 4 1 1 4 4

茨 城 県 4 5 1 1 3 3 5

栃 木 県 5 2 2 3 3 2

群 馬 県 5 1 2 3 3 1

埼 玉 県 20 2 1 2 18 18 2

千 葉 県 12 5 1 3 11 11 5

東 京 都 38 3 10 29 28 3

神奈川県 13 3 1 7 9 8 3

新 潟 県 6 2 1 4 4

長 野 県 4 2 4 4 2

山 梨 県 2 1 2 2

静 岡 県 10 2 2 9 9 2

愛 知 県 14 3 14 14 3

岐 阜 県 5 1 1 4 4

三 重 県 4 4 4 4 3

富 山 県 3 1 2 2

石 川 県 2 2 1 2 2 2

福 井 県 2 1 2 2

滋 賀 県 5 1 2 4 4 1

京 都 府 2 1 2 1 1 1

奈 良 県 2 2 2 2 2

大 阪 府 19 4 7 14 14 4

兵 庫 県 10 1 2 8 8 1

和歌山県 2 1 2 2

鳥 取 県 3 3 3

島 根 県 3 3 3

岡 山 県 4 1 3 3

広 島 県 7 1 2 7 7 1

山 口 県 4 3 4 4 3

徳 島 県 1 1 1 1 1

香 川 県 3 3 3

愛 媛 県 4 1 1 4 4 1

高 知 県 1 1 1 1 1

福 岡 県 7 2 1 2 6 6 2

佐 賀 県 3 3 3

長 崎 県 4 4 4

熊 本 県 2 1 1 2 2

大 分 県 2 1 2 2

宮 崎 県 2 2 2 2 2

鹿児島県 4 1 1 3 3 1

沖 縄 県 3 2 2 2 2 2

合　計 271 70 12 60 230 228 65

（県） 47 8 13 42 42

（区） 22 1 6 16 15 1

（市） 202 69 4 41 172 171 64

　中小企業者の受注機会の増大のための

措置を講じているか。

それは、どのような措置か。

（複数回答可）都道府県別

問１ 問２

Ⅱ．地方公共団体の中小企業の受注機会の増大のための措置状況等取りまとめ表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注）地方公共団体の措置状況等取りまとめ表は、都道府県、人口 10万人以上の市及び東京特別区を対象としている. 
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問６ 問８ 問１０

　それは、具体

的にどのような

条件の付与な

のか。

　それは、具体

的にどのような

条件の付与な

のか。

　それは、具体

的にどのような

条件の付与な

のか。

付与

している

付与

していない

内容記入

の有無

付与

している

付与

していない

内容記入

の有無

付与

している

付与

していない

内容記入

の有無

北 海 道 3 7 3 3 7 3 5 5 5

青 森 県 1 3 1 1 3 1 2 2 2

岩 手 県 2 3 2 2 3 2 2 3 2

宮 城 県 1 3 1 1 3 1 1 3 1

秋 田 県 3 3 1 2 1

山 形 県 2 2 2 2 2 2 2 2 2

福 島 県 3 2 3 3 2 3 3 2 3

茨 城 県 4 5 4 4 5 4 5 4 5

栃 木 県 4 3 3 4 3 4 4 3 4

群 馬 県 2 4 2 2 4 2 2 4 2

埼 玉 県 12 10 12 12 10 12 13 9 13

千 葉 県 5 12 5 6 11 6 9 8 9

東 京 都 20 21 21 19 22 19 25 16 25

神奈川県 8 8 7 7 9 6 8 8 7

新 潟 県 2 4 2 1 5 1 2 4 2

長 野 県 2 4 2 2 4 2 4 2 4

山 梨 県 1 1 1 2 2

静 岡 県 4 8 5 4 8 4 5 7 5

愛 知 県 5 12 5 3 14 5 7 10 7

岐 阜 県 3 3 3 3 3 3 4 2 4

三 重 県 2 6 2 2 6 2 5 3 5

富 山 県 3 3 1 2 1

石 川 県 1 3 1 1 3 1 2 2 2

福 井 県 1 1 1 1 1 1 1 1 1

滋 賀 県 1 5 1 1 5 1 1 5 1

京 都 府 1 2 1 1 2 1 2 1 2

奈 良 県 2 2 2 4 2 2 2

大 阪 府 10 13 10 8 15 8 14 9 14

兵 庫 県 4 7 4 3 8 3 7 4 7

和歌山県 2 2 2 2 1 1 1

鳥 取 県 2 1 2 2 1 2 2 1 2

島 根 県 3 3 3 3 3 3

岡 山 県 3 1 3 3 1 3 3 1 3

広 島 県 4 4 3 4 4 4 5 3 5

山 口 県 1 6 1 1 6 1 3 4 3

徳 島 県 1 1 1 1 1 1 2 2

香 川 県 2 1 2 2 1 2 3 3

愛 媛 県 1 4 1 1 4 1 1 4 2

高 知 県 2 2 1 1 1 2

福 岡 県 3 6 3 3 6 3 5 4 5

佐 賀 県 1 2 1 1 2 1 2 1 2

長 崎 県 1 3 1 2 2 2 1 3 1

熊 本 県 1 2 1 1 2 1 1 2 1

大 分 県 1 2 1 1 2 1 1 2 1

宮 崎 県 1 3 1 1 3 1 1 3 1

鹿児島県 2 3 2 3 2 3 5 5

沖 縄 県 4 1 4 3 2 3 4 1 4

合　計 141 200 140 131 210 132 182 159 182

（県） 23 24 23 18 29 18 27 20 28

（区） 12 11 13 11 12 11 13 10 13

（市） 106 165 104 102 169 103 142 129 141

　物品の発注を行う際、入札参

加条件として中小企業者の受注

機会の増大に資する何らかの条

件等を付与しているか。

　役務の発注を行う際、入札参

加条件として中小企業者の受注

機会の増大に資する何らかの条

件等を付与しているか。

　工事の発注を行う際、入札参

加条件として中小企業者の受注

機会の増大に資する何らかの条

件等を付与しているか。

都道府県別

問５ 問７ 問９

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注）地方公共団体の措置状況等取りまとめ表は、都道府県、人口 10万人以上の市及び東京特別区を対象としている. 
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問１２ 問１３ 問１４

　設定していない場合、その

理由は何か。

　その他官公需適格組合に

対する特別な措置があるか。

　その他官公需施策に関し、

ご意見等があるか。

設定

している

設定

していない

理由記入

の有無

措置記入

の有無

意見記入

の有無

北 海 道 3 7 5 3

青 森 県 2 2 2 1

岩 手 県 1 4 4 1

宮 城 県 2 2 1

秋 田 県 1 2 2

山 形 県 1 3 3

福 島 県 5 4

茨 城 県 5 4 4

栃 木 県 7 6 1

群 馬 県 1 5 5

埼 玉 県 21 1 1

千 葉 県 9 8 6 1

東 京 都 11 30 26 1

神奈川県 6 10 10 2

新 潟 県 1 5 6

長 野 県 1 5 4

山 梨 県 1 1 1

静 岡 県 3 9 8

愛 知 県 17 13

岐 阜 県 6 5

三 重 県 8 6

富 山 県 1 2 2

石 川 県 1 3 3

福 井 県 2 2

滋 賀 県 1 5 5 1

京 都 府 2 1 1

奈 良 県 2 2 2

大 阪 府 4 19 19 2

兵 庫 県 11 11

和歌山県 2 2

鳥 取 県 3 2

島 根 県 3 3

岡 山 県 3 1 1 1

広 島 県 1 7 6

山 口 県 3 4 3

徳 島 県 2 1

香 川 県 3 3

愛 媛 県 5 5

高 知 県 1 1 1

福 岡 県 3 6 6

佐 賀 県 3 3

長 崎 県 1 3 3

熊 本 県 1 2 1

大 分 県 2 1

宮 崎 県 1 3 2

鹿児島県 5 3

沖 縄 県 1 4 4

合　計 97 244 216 13 1

（県） 27 20 19

（区） 7 16 13 1

（市） 63 208 184 12 1

問１１

　競争入札参加資格の審査において、官公需適格組合に対

する総合点数の算定方法に関する特例を設定しているか。都道府県別

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注）地方公共団体の措置状況等取りまとめ表は、都道府県、人口 10万人以上の市及び東京特別区を対象としている. 
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回答内容 回答数

国（または都道府県等の上位地方公共団体）の方針を関係部署に配付し、周知している。 68

市内（区内）に本店があるなどの地元業者等を優先するなどの地域要件を付不している。 67

地元中小企業者を優先している。 35

（競争入札参加へ未登録の地元の）小規模事業者を対象とした発注制度を設けている。 31

分離・分割発注を行っている。 26

指名業者選定基準等に地元中小企業者の受注機会拡大への配慮、育成を定めている。 20

国、県の方針や協力依頼等を関係部局及び県内市町村に通知・依頼している。 10

元請け人は下請人による施行を必要とするものについては、できる限り地元の中小企業に発
注するよう配慮することを指導している。

8

総合評価をもとに中小企業が優位となるようなランク付けを行っている。 6

地産地消の推進、地域内資材や物品等の優先調達。 5

独自の製品を生産する県内の事業者を県知事が認定し、この新商品を随意契約で調達で
きる制度を導入（トライアル制度）

4

地域内（区内、市内等）中小企業者の活用について、全庁に周知している。 4

官公需適格組合の周知・依頼、活用。 3

ＨＰやリーフレットを作成し「中小企業の受注機会の増大に向けた取り組み」をＰＲしている。2

随意契約における見積もり人の選定に際しては、可能な限り地元中小企業を優先する 2

研究会や部会を設置し、官公需や中小企業の受注対策等の具体的施策を検討している。 2

前払金制度の設定、配慮による措置（対象額引下げ、限度額引上げ、中間前払金の設定
など）

2

毎年、庁内全局、市出資団体に対し、中小企業への受注報告を行い、より一層受注機会
を増やすよう要請している。

1

「経済・雇用対策」に中小企業の官公需受注促進を位置づけている。 1

独自の方針を定めている。 1

回答内容 回答数

既に優先発注（中小企業、地元企業、適格組合）に努めていることから、措置を講ずる必
要性が無い。

29

市内業者のほとんどが中小企業であることから、措置を講ずる必要性が無い。 18

中小企業との契約実績・契約比率等（現在の状況）から判断し、概ね受注機会が確保さ
れていると考えている。

7

ほとんどの発注案件が中小企業を対象としたものになっているため。 4

大規模業者を含めた市内業者を優先順位の最高位としているため。 3

地域要件等を付した制限（条件）付一般競争入札を実施している。 3

業務の特殊性により講じられない案件があるため。 2

具体的な検討を行っていない。 2

必要性がない。 2

特に理由なし。 2

既に多くの業者への分離・分割発注に努めている。 1

競争入札参加資格登録者のほとんどが中小企業であるため。 1

大企業がない。 1

市内で調達できるものは市内で調達するようにしているため。 1

指名型入札では、登録のある全社への指名を行っているため。 1

経営事項審査を主な基準としているため。 1

発注金額に応じた経営規模等評価審査における総合評定値（Ｐ）でランク分けをしているた
め。

1

検討中。 1

Ⅲ．地方公共団体の中小企業の受注機会の増大のための措置状況等回答例 

 

問３．中小企業者の受注機会の増大のために講じている措置のうち、「条例」、「方針」以

外の措置は何か？（複数回答可、類似回答を集約） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４．中小企業者の受注機会の増大のための措置を講じていない場合、その理由は何か？ 

（複数回答可、類似回答を集約） 
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回答内容 回答数

市内（区内）に本店があるなどの地元業者等を優先するなどの地域要件を付不している。 100

地元中小企業者を優先的に指名することとしている。 13

地元中小企業者の受注機会拡大への配慮を定めている。 10

地域内業者の受注機会拡大に配慮している。 7

地域内業者（中小企業者）の保護育成に配慮している。 6

運用の範囲内で可能な限り地域内の登録業者、中小企業者を優先して指名することとして
いる。

5

随意契約における見積もり人の選定に際しては、可能な限り地元中小企業を優先する。 4

（地元の）小規模事業者を対象とした発注制度を設けている。 4

地元の障害者雇用推進企業として登録された中小企業や次世代育成支援企業として認証
を受けた中小企業等について、優先的に指名・選定を行っている。

1

独自の製品を生産する県内の事業者を県知事が認定し、この新商品を随意契約で調達で
きる制度を導入（トライアル制度など）

1

分離・分割発注に努める。 1

事業協同組合（官公需適格組合）を活用。（「丌測の事態において迅速かつ正確な対応
が可能」という条件により）

1

地産地消の推進、地域内資材や物品等の優先調達。 1

回答内容 回答数

市内（区内）に本店があるなどの地元業者等を優先するなどの地域要件を付不している。 86

地元中小企業者を優先的に指名することとしている。 14

地元中小企業者の受注機会拡大への配慮を定めている。 9

地域内業者の受注機会拡大に配慮している。 8

運用の範囲内で可能な限り地域内の登録業者、中小企業者を優先して指名することとして
いる。

7

地域内業者（中小企業者）の保護育成に配慮している。 5

随意契約における見積もり人の選定に際しては、可能な限り地元中小企業を優先する。 3

（地元の）小規模事業者を対象とした発注制度を設けている。 2

分離・分割発注に努める。 2

地産地消の推進、地域内資材や物品等の優先調達。 1

契約保証金の免除（条件による）や長期継続契約の基準額（契約金額）の改正等要件の
緩和を実施。

1

問６．物品の入札参加条件として中小企業者の受注機会の増大に資する何らかの条件等を付

与している場合、それはどのような条件か？（複数回答可、類似回答を集約） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８．役務の入札参加条件として中小企業者の受注機会の増大に資する何らかの条件等を付

与している場合、それはどのような条件か？（複数回答可、類似回答を集約） 
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回答内容 回答数

市内（区内）に本店があるなどの地元業者等を優先するなどの地域要件を付不している。 122

地元中小企業者の受注機会拡大への配慮を定めている。 17

地元中小企業者を優先的に指名することとしている。 14

地域内業者の受注機会拡大に配慮している。 10

分離・分割発注に努める。 9

地域内業者（中小企業者）の保護育成に配慮している。 6

（地元の）小規模事業者を対象とした発注制度を設けている。 6

ＪＶ案件（ＷＴＯは除く）は地域内中小企業者を構成員とするなど、中小企業者の受注確保に
努めている。

6

運用の範囲内で可能な限り地域内（県、市）の登録業者、中小企業者を優先して指名する
こととしている。

5

元請け人は下請契約を締結するものについては、できる限り地元の中小企業に発注するよう
依頼している。

5

地産地消の推進、地域内資材や物品等の優先調達。 4

独自の製品を生産する県内の事業者を県知事が認定し、この新商品を随意契約で調達で
きる制度を導入（トライアル制度）

1

随意契約における見積もり人の選定に際しては、可能な限り地元中小企業を優先する。 1

事業協同組合（官公需適格組合）を活用。（「丌測の事態において迅速かつ正確な対応
が可能」という条件により）

1

一抜け方式を採用している。 1

 

問１０．工事の入札参加条件として中小企業者の受注機会の増大に資する何らかの条件等を

付与している場合、それはどのような条件か？（複数回答可、類似回答を集約） 
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回答内容 回答数

随意契約の相手とするなどの優遇（積極的活用）をしている。 6

競争入札参加資格登録において、通常は営業後２年を経過しないと申請できないが、官公
需適格組合は２年未満でも申請が可能としている。

1

域内に本社のある建設業協同組合について「事業協同組合に係る競争入札参加者資格
審査の特例」の摘要あり。

1

官公需適格組合及び市内業者を対象とした条件付一般競争入札を執行している。 1

条件付一般競争入札において、入札の発注区分における本店所在区域要件で優遇して
いる。

1

工事業者の格付において、官公需適格組合の組合員には点数の加算措置がある。 1

市内業者では指名できない大型案件について、官公需適格組合で指名している。 1

その他 1

回答内容 回答数

域内に官公需適格組合が無い、または尐ないため。 35

点数による資格審査、格付を行っていないため。 30

現時点では、官公需適格組合で資格登録申請をする者が無い（尐ない）ため。 28

地元の（中小）企業者の受注機会を優先しているため。 21

工事については客観点のみ（または主観点は実績のみ）で算定しているため。 15

中小企業者の受注機会の増大については十分に配慮しているため。 14

域内の指名競争入札参加資格業者のほとんどが中小企業であり、官公需適格組合も含め
て公平な発注に努めているため。

13

電子自治体共同運営サービスを利用しており、独自審査を行っていないため。 13

他の優遇措置、配慮、特例を講じているため。（単価契約、随意契約等での指名など。） 11

競争入札参加資格に官公需適格組合に対する総合点数を考慮していない。（発注者別
評価点など、他の方式を導入している。）

11

設定しても効果がないと考えるため。（必要性がない） 9

設定する体制が整っていないため。（制度が整備されていないため。） 6

特例を検討中。 6

官公需適格組合向けの案件が尐ないため。（該当する案件が尐ないため。） 5

要綱等を定めていない。官公需適格組合を入札参加の条件としていない。 4

官公需適格組合としての入札参加がない。 3

県に総合窓口を依頼（または県の制度を利用）しており、市単独では特例を設定しない。 3

より大きい契約への入札参加が可能となるが、その反面これまでのランクの契約の入札参加
ができなくなるなど、メリット・デメリットの両面があるため。（総合点数・ランク上昇のメリットを組合
が感じていない。）

2

域内業者の育成を優先しているため。 2

制度内容の理解が丌十分であったため。 2

要望がない。 1

中小企業基本法で定義される中小企業者は、充分な競争力を有する業者を含むので、設
定の必要が認められないため。

1

入札システムでの対応が難しいため。また、そのシステム変更費用が見込めないため。 1

事務が繁雑になる。 1

 

問１２．競争入札参加資格の審査において、官公需適格組合に対する総合点数の算定方法に

関する特例を設定していない場合、その理由は何か？（複数回答可、類似回答を集約） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１３．競争入札参加資格の審査において、官公需適格組合に対する総合点数の算定方法に

関する特例を設定していない場合、その理由は何か？（複数回答可、類似回答を集約） 
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Ⅳ．地方公共団体施策事例 

１．条例等 

（１） 条例 
① 中小企業者の官公需における受注機会の確保を目的とした条例を制定している自治体 

（※条例は、該当部分の抜粋） 

 

＜新潟県＞ 

” ” ‚⁴ ” ‚  ⁴  

19 10 17  65  

 

 

1   ” „᾿ ” ” ‚⁴ ” ‚  ᾿

₀ ‼⁴‗‗‾‚᾿ ” ₀ Ὸ‚ ⁴ ‗‚᾿ Ό  ⁴

• •‚ ῲ Ή Ό  ⁴ ῌ‗΅ῲ῀ ‚  

⁴ ₀  ⁴ ₀  ᾿ ” ” • ₀ ᾿‾‒―

” • ” ‚  ⁴ ‗₀ ‗ ⁴῀ 

 

3  ” ” ‚⁴ ” „᾿ ”

• ’ ₀  ⁴ ‗₀ ‗ ― ⁸’῾⁵‟’’΅῀ 

 ” ” ‚⁴ ” „᾿ ” ”

• Ό ” ” ” • ” ‚  ⁴ ‗‚–

΅―᾿ • ‚ῷ΅― ₀ ῲ Ή ῌ‗΅ῲ῀ Ό ₀

‼⁴‗‗‾‚᾿ ᾿ • Ό⁵⁵” Ὸ ” ”

‚ ‼᾿ Ό  ⁴ ‚  ⁴ ” ₀ ⁴ ‗₀ ‗ ―᾿

⁸’῾⁵‟’’΅῀ 

  ” ‚⁴ ” ” „᾿ Ὸ– ’ ₀  ᾿ „

 ⁴‾”‖Ῥ‒―„’’΅῀ 

”  

4  „᾿ ‚ ‼⁴ ‚”‒‗᾿ ” ” ‚⁴

” ‚  ⁴ ’ ₀  ⁴ ₀  ⁴῀ 

 „᾿ ” ‚ —ῼ ” ‚ ‒―„᾿ ‗  ―  ›‾”‗

 ⁴῀ 

‚ῷ΅― ₀ ῲ ”  

8  ‚ῷ΅― ₀ ῲ „᾿” ‚ ΅ • ‗

ῼῸῸ⁸₀  ―΅⁴ ‗₀  ⁴‗‗‾‚᾿ ” ” ₀  ᾿

• ” ᾿ ” ‚ ‒―„᾿ ” ” ‚ ‼⁴‾”

‗ ⁴῀ 

Ὸ” ”  

10  „᾿ • ” ᾿ ” ‚ ‒―„᾿ ” ’ ‚

 ––᾿ ” ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 
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＜新発田市＞ 

 

20 12 22  44  

 

 

1   ” „᾿ ” ” ₀  ⁴‾”‖᾿ ₀  ⁴

 ‗‚⁴ ” ‚   ₀ ‼⁴‗‗‾‚᾿ ” ₀ Ὸ‚

 ⁴ ‗‚᾿ Ό  ⁴ • •‚ ῲ Ή

Ό  ⁴ ῌ‗΅ῲ῀ ‚  ⁴ ₀  ⁴ ₀  ᾿ ”

” • ₀ ᾿ ” ₀  ᾿ ” ‚  ⁴ 

‗₀ ‗ ⁴῀ 

 

3  

 ” ”‼᾿ ᾿ • Ό⁵⁵” Ὸ

” ” ‚ ‼᾿ Ό  ⁴ ‚  ⁴ ” ₀ ⁴

 ‗₀ ‗ ―᾿ ⁸’῾⁵‟’’΅῀ 

  ” ‚⁴ ” ” „᾿ Ὸ– ’ ₀  ᾿ „

 ⁴‾”‖Ῥ‒―„’’΅῀ 

”  

4  „᾿ ‚ ‼⁴ ‚”‒‗᾿ ” ” ‚ ᾿

” ” ‚⁴ ” ‚  ⁴ ’ ₀  ⁴

₀  ⁴῀ 
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② 中小企業振興等のための条例において、中小企業者の官公需における受注機会の確保を

規定している自治体 

（※条例は、該当部分の抜粋） 

 

＜札幌市＞ 

 

19 12 13  53  

 

Ὸ” ”  

10  „᾿ ” ᾿ • ” ‚ ‒―„᾿ ” ’ ‚

 ––᾿ ” ” ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

＜青森県＞ 

 

19 12 19  85  

 

”  

 

 „᾿ ” ᾿ • ” ‚ ‒―„᾿ ” ’ ‚  

––᾿ ” ” ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

7  „᾿ ‚  ⁴ ‚ —Ὼ᾿ ” ‚  ⁴ ₀  ⁴‾”

‗ ⁴῀ 

 ” ” ” • ” ” ₀ ⁴ ‗῀ 

 

＜福島県＞ 

 

18 10 17  100  

 

 

8  „᾿ ‚  ⁴ ‚ —Ὼ᾿ ” ‚  ⁴ ₀  ⁴‾”

‗ ⁴῀ 

 ” ” ₀ ⁴ ‗῀ 

 

＜茨城県＞ 

 

16 3 25  17  

 

” ”  

13  „᾿ Ό  ⁴ ᾿ ‚  ⁴ ” ‚  ⁴‼᾿ ”

• ” ᾿ ” ‚  ⁴ ” ” ” ” ”

’ ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 
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＜埼玉県＞ 

 

14 12 24  98  
 

”   

5  „᾿ ” ₀ ‚  ⁴‚ ᾿ ‚  ⁴ ₀  ⁴‾”‗ 

⁴῀  

 ‚ῷ῾⁴ ” „ ” ” ‚  ⁴‼᾿ ”  

⁴ ᾿ • ” ‚ ‒―„᾿ ” ’ ‚  ––᾿

” ” ‚ ‼⁴ ‗῀ 

 

＜千葉県＞ 

” ‚  ⁴  

19 3 16  5  
 

”  

19  „᾿ ” ᾿ • ” ‚ ‒―„᾿ ” ’ ‚

 ––᾿ ” ” ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 
 

 

＜横浜市＞ 

 

22 4 1  9  
 

”  

7  „᾿ ” ‚  ⁴ ” • ‚ ‒―„᾿ ” ”

‚”‒‗᾿ ‚  ⁴ ₀ ‗ ― ⁸’῾⁵‟’’΅῀ 

(2) Ό ῲ ” ᾿ • ” ‚ ‒―„᾿ ” ’ •‚

Ὸ– ’ • ” ’ ” ‚  ––᾿ ᾿ ” ₀

‚  ᾿ „  ⁴ ‗ ‚᾿ ” ” ‚ ‼⁴

 ‗῀ 

 

＜福井県＞ 

 

21 3 24 23  
 

”  

4  „᾿ ‚ ‼⁴ ‚”‒‗᾿ ₀ ‚  ᾿ῷ

•  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 „᾿ ῷ• ” ’•‚ ” ‚ ‒―„᾿ ” ’

‚  ––᾿ ” ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

7  „᾿ 1 ‚  ⁴ ₀  ⁴‼᾿ ‚  ⁴ ‚ —Ὼ᾿

₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ” ”  



地方公共団体における官公需施策事例（平成 22 年版） 

 

- 13 - 

 

＜熊本県＞ 

 

19 3 16 39  
 

(  

4  

 „᾿ ” ‚ —Ὼ ₀ ‚  ⁴‚ ᾿ ‚  ⁴ ₀

 ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(1) ‚ῷ῾⁴ ” „ ” ” ‚  ⁴‼᾿ ”  ⁴

᾿ • ” ‚ ‒―„᾿ ” ’ • Ὸ– ’

” ‚  ––᾿ ” ” ‚ ‼⁴ ‗῀ 

(2) Ό „   • Ό  ⁴ ” ‚ ‼

⁴ ‗῀ 
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（２）その他（規則、事務処理要綱等） 

規則、事務処理要綱等において、中小企業者の官公需における受注機会の確保を規定し

ている自治体 

（※規則等は、該当部分の抜粋） 

 

＜盛岡市＞ 

 

”  

3 ” ‚ ‒―„᾿ ” ‚ ” ᾿ ” ᾿ ”         

₀ ῲ‾”‗ ⁴῀ 

(3) ” ’ ‗ ” ₀ ⁴‼᾿ ” ”   

‚  ⁴ ‗῀ 

 

＜宇都宮市＞ 

 

”Ῥ  

10  ” ‚ ‒―„᾿ ” ║ ₀ ⁴‼᾿ ’ ᾿  

₀  ᾿ ” ₀ ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

＜入間市＞ 

” ‚  ⁴  

”  

2  

(2)  

4 ‚  ⁴ ₀  ⁴ ” 1 1 ₀ ‗  ‚ῷ῾

⁴ ” ‚–΅― • ISO •‚ ‚  ᾿ ” ‚ ΅  

⁵ ” ‗ ⁴῀ 

ͨ ”  

”  

᾿ ”  

 

＜朝霞市＞ 

 

 ‚ῷ῾⁴  

  ” ₀ ‚  ῲ‗ ⁴‗Ὼ„ ‖̓Ὼ⁴  Ὸ  ⁴ῲ

‼’῾⁵‟’’΅῀ 
 

  

( ” ) 

2  

2 ” ‚ ‒―„᾿ ” ‚  ’῾⁵‟’’΅῀ ” ₀

‚  ῲ‗ ⁴‗Ὼ„ ‖̓Ὼ⁴  Ὸ  ⁴ῲ ‼’῾⁵‟’’

΅῀ 
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＜我孫子市＞ 

 

” ‚ ₀ ‼―΅⁴῀ 

’ ”ῲ ₀  ⁴  

”ῲ ‚ —ῼ Ό 500 ”

  

 

(  

„᾿ ”‗ῷ 

(1) ‚–΅―᾿ Ό ₀   „᾿ ”‹‗ ⁴῀ 

(2) ‚–΅―᾿ Ό  ’΅ „᾿ ”― ‗ ⁴῀ 

(3) ‚–΅―᾿ Ό ‚ ’΅ ‚„᾿ ”‰Ὸ᾿

₀  ‴‖ ”₈Ὸ₡‴‖‚ ‼⁴ ₀” ‚ ‒―

‚ ῴ⁴῀ 

₈  

ₐ „ ‚ ₀  ⁴  

ₒ „ ‚ ₀  ⁴  

ₔ ₈Ὸₒ‚ ‼⁴ ₀ ῼ‰Ὸ᾿ ‚ „ ₀  ⁴  

₡ ”  ”―  

 

 

＜港区＞ 

 

„᾿ Ό  ⁴ ‚–΅―᾿ ” ₀  ᾿

‚  ⁴ ‗‚᾿ ” ₀ ⁴ ‗₀ ‗ ⁴῀ 

 

” ‚  ⁴   

„᾿ Ό  ⁴ ‚–΅―᾿ ” ” ” ₀

⁴‗‗‾‚᾿” ΅‚ ’ ₀ ‼᾿ ᾿ ᾿ ₀  ⁴ ‗₀

‗ ⁴῀ 

 

⁵  

„᾿ Ό  ⁴ ” ⁵” ” ‚ ⁴ ‚  ⁴ ”

‚–΅― ’ ₀ ‼⁴ ‗‚᾿ ” Ὸ– ’ ₀ ⁴ ‗

₀ ‗ ⁴῀ Ή̓ ” ῌ‚ῷ΅―᾿ ‚  ⁴ „ ” ‚  ―

 ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴‗ ―΅⁴῀ 

(1)  

(2) ‚–΅―” ” ” ‚  ⁴ 2 ‚ ‼⁴ ‚

 ⁴  

(3) ‚ῷ῾⁴ Ό ΅  

(4) ‗ ” ₀ ‗ ⁴  

(5) ‗ • ” ₀  ⁴  
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＜墨田区＞ 

 

 

2  ‚ ‒―„᾿ ᾿ • ” ₀ ‗ ⁴‗‗‾‚᾿

” ₀ ⁴‼᾿ ” ‚  ⁴῀ 

 ‚ ‼⁴‾””‰Ὸ᾿ ‚–΅―” ” ” ‚  ⁴ ‚ —Ὼ

Ό   ” ‚  ⁴῀ 

 

 

2  

(3)  

 ₐ ”‼᾿ ₀ ‚  ⁴῀ 

 

 

 

4   ⁴ ” „᾿ ”‗ῷ‗ ⁴῀ 

 ‚  ⁴ ‚„᾿ ” ‚  ⁴ ₀᾿ ” ‚  ―  ⁴ ‗Ό

‖Ὼ⁴῀ 

(1) ‚ ₀  ⁴  

(2) Ό ‗  ⁴ ” ”  

(3) Ό •‚ • ” ”‾”‚ ⁴῀ ‗  ⁴ 

”  

(4) ‚ ₀  ⁴  

(5) ” Ό ’  

 

 

＜目黒区＞ 

 

”  

3  

 „᾿ ” ‚ ₀  ⁴‚ ᾿ ” ”΅ ⁵Ὸ‚

 ⁴ ₀  ―  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴῀ 

(1) ” ‚ ⁴ ” ‚ ‼⁴  

(2) 2 ‚ ‼⁴ ‚  ⁴  

(3)  

 

⁵  

”  

3  

 „᾿ ” ‚ ₀  ⁴‚ ᾿ ” ”΅ ⁵Ὸ‚

 ⁴ ₀  ―  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴῀ 

(1) ” ‚ ⁴ ” ‚ ‼⁴  

(2) 2 ‚ ‼⁴ ‚  ⁴  

(3)   
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＜荒川区＞ 

 

3  ”  

”  

6 2  

 „᾿ ” ‚ ₀  ⁴‗  ⁵ ” Ὸ᾿ ‚  ⁴ ‚

 ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(2) ’  

„ ‚ ‒―„᾿ ‚  ⁴ ₀ ” ‚  ―  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴ ‗

‗ ᾿ ” ” „᾿₈Ὸ₦” ‗ ⁴ ‗῀ 

₈  

ₐ  

ₒ ₦  

”  

7 2  

 „᾿ ” ‚ ₀  ⁴‗  ⁵ ” Ὸ᾿ ‚  ⁴ ‚

 ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(2) ’  

 ‚ ‒―„᾿ ‚  ⁴ ₀᾿ ” ‚  ―  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴ ‗‗ ᾿ ”

” „᾿₈Ὸ₦” ‗ ⁴῀ 

 ₈  

ₐ  

ₒ ₦  

 

＜足立区＞ 

 

 

1   ” „᾿ Ό  ⁴ ’ • ‚ ⁴ Ή

ῌ‗΅ῲ῀ ‚–΅―᾿ ” Ό ’ ‚ ₀ ῼ

” ” ₀ ⁴‼᾿ ₀  ⁴ Ή ῌ‗΅ῲ῀

” ‚   ’ ₀ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

‗’⁴  

2  ” ‗’⁴ „᾿” Ό ‖᾿Ὸ–᾿ ” Ό ‖Ῥ

⁴‗ ‼⁵⁴‾”‖Ῥ‒―᾿ Ό 130 ”‾”‗ ⁴῀ 

 

＜葛飾区＞ 

 

 

2  ‚ ‒―„᾿ ᾿ • ” ₀ ‗ ⁴‗‗‾‚᾿

” ₀ ⁴‼᾿ ” ‚  ⁴῀ 
 

 

 

2  ‚ ‒―„᾿ ᾿ • ” ₀ ‗ ⁴‗‗‾‚᾿

” ₀ ⁴‼ 4̓ 000 ” ‚–΅―„᾿ ” ₀ ‗ ⁴  ͂  
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＜青梅市＞ 

‚ῷ῾⁴ ” ”‼” ‚  ⁴ ”

 

 

 ‗ ‖ ₀   ᾿ ₀   ⁴ ‗‚‒―᾿ ”

” ₀ ⁴ 

 

⁵  

  

 ” ”΅ ⁵Ὸ‚  ⁴ „᾿ ” ‚  ―  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴῀ 

(1) ₀  ⁴ ‗ ―᾿ ‚ ‴„ ₀ Ὼ  ⁴  

(2) ₀  ⁴ ‗ ―᾿ ‚ ᾿ ‴„ ₀ ‗ ―

   ⁴  

(3) ₀  ⁴ ‗ ― Ό ‼  

(4) 2 ‚ ‼⁴ ‚  ⁴  

(5) ᾿(6)  

 

＜東村山市＞ 

 

3 ‚ ⁴ ” ‚ῷ΅―᾿ ‚ ‗ ‼⁵⁴ ‚„᾿ 

(1) ‚ ₀  ⁴ ᾿(2) ‚ „ ₀  ⁴ • ‚ „   

₀  ⁴ ‚–΅―᾿  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴῀ 

 

＜平塚市＞ 

‚ ⁴  

║ • ₪└€⌂₿└⅍ ‚–΅―„᾿ ‗ ―ῷ᾿

₀ ‗ ―   ‗Ό ΅῀ 

 

„ ” ‚⁴ ” ר᾿„ ‚ ₀  ⁴ ש᾿ ‚

║ ₀  ⁴ ת᾿ ┤ ᾿ ᾿ ᾿ ᾿ ᾿ ᾿ ᾿

‚ ₀  ⁴ װ᾿ ‚ ₀  ⁴ ױ᾿ ‚ ║ ₀  ⁴ ײ᾿

” ᾿‗ ―΅⁴῀ 

 

 

║ ‚–΅―„᾿ ” ₀ ῾―΅⁴῀ 

 

ר᾿„ ש᾿ ת᾿ װ᾿ ױ᾿ ᾿‗ 

―΅⁴῀ 

 

＜鎌倉市＞ 

‚ ⁴  

 

Ό ῲ ” ‚ῷ΅―᾿ ” ΌῬ᾿ ΌῬ⁴‾”‚–

΅―᾿ ‚ ΌῬ⁴ ” ” ₀ ⁴ ‗‚  ᾿ ’ ₀ ‼―΅⁴῀ 
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＜新潟市＞ 

•  

 

3  ‚Ῥ‒―„᾿ ‗ ― ” ‚  ⁴

3 ” ‚⁴ ” Ὸ ῲ‾”‗ ᾿ ‚ ” ‚  ⁴

‗‗‾‚᾿ ” ‚  ⁴῀ 

(2)  

 

4  

 1 ” ‚–΅―᾿ ”‗ῷ  ῲ‾”‗ ⁴῀ 

(1) ‚ ⁴‾”„᾿ ₀ ‚ • ‚ ‼⁴

‾”‗ ⁴ ͂ ᾿ ” ‗’⁴ ᾿ ῾‖„ Ό ‖Ὼ’

΅ • ‖„ Ό ‖Ὼ’΅ „᾿ ‾ ” ₀ ‼⁴

‾”‗ ⁴῀ 

(2) ‚ ⁴‾”„᾿ ‚ ῴ― ‗ ― ₀  ― ₀ ῲ‾”‗   

 ⁴῀ 
 

” •  

” ᾿ ”  

3  

 ” ‚Ῥ‒―„᾿ ” ₀  ’Ό᾿ ” ‚Ὸ₁Ό‹᾿

‚ ’ ” ₀ ῴ⁴ῲ ” ‚  ― ₀  ‾”‗ ⁴῀ 

(4)  
 

” ‚  ⁴  

 

7  ” „᾿ ₀ ‗ ⁴῀ ‚  ―„᾿ ║ ║

₀  ––᾿ ” ‚  ⁴‗‗‾‚᾿ ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

＜掛川市＞ 

‚ ⁴ ”  

 ‚   ⁴  

(1)  

 ‚ ⁴ ” ᾿ Ὸ  ―᾿ ‚ ᾿ „ ᾿

₀  ⁴ ‚⁴ Ό ‖Ῥ⁴‗ ‼⁵⁴‗Ὼ„᾿” ” ” Ό ‚

Ῥ⁴Ὸ Ὸ₀  ⁴῀ 

 ”  

” ‚ ‒―„᾿ ‚–΅―” ” ” ‚  ⁴ ”

‚ —Ὼ᾿ ” ” ‚  ― ῲ῀ 

 

＜名古屋市＞ 

 

( ” ‚ῷ῾⁴ ”  

6  Ό 1,000 ” ” ‚–΅― ‚   „᾿

„ ’ ₀  ⁴ ₀ Ὼ᾿ ‗ ―᾿ ‚᾿ ‚ ₀  ⁴

‗ ⁴ ₀ ῾⁴‾”‗ ⁴῀ 
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＜岐阜市＞ 

”  

•  

3  

(2) ‚  ⁴  

᾿ „ ” • ‖” Ὸ ―᾿ ‚ῷ῾⁴

” ‚  ᾿ ᾿ ‚  ― ₀ Ὸ– ‚ ‖Ὼ⁴

Ό ‖Ὼ⁴Ὸ‘ῲῸ₀  ⁴ ‗῀ 

 

” ” ⁵ ‚ ⁴  

 

4  

(1)  

  ‚ ⁴ ” ᾿ Ὸ  ―᾿ ‚ ᾿ ᾿ ₀  ⁴

‚⁴ Ό ‖Ῥ⁴‗ ‼⁵⁴‗Ὼ„᾿ ” Ό ‚Ῥ⁴Ὸ‘ῲῸ₀

 ⁴ ‗῀ 

 

＜高岡市＞ 

” • ‚  ⁴  

”  

4  

(3) ” ‖„ Ό ‗ ‼⁵⁴ • ₀  ⁴

Ό ‖Ῥ⁴ ₀ Ὼ᾿ ’  ” ‚ „ ₀  ⁴

₀ ›῀ ”ῲῸ  ’῾⁵‟’’΅῀ 

 

 

＜京都市＞ 

 

 

‚ ’ ‗ ―᾿ ‚ ᾿ „ ⁵‚  ⁴ ₀  ⁴ ‗‗

῀‴᾿ ” ₀ ‚  ⁴ ‚ῷ΅―„᾿ 2

” ₀   ‖Ῥ‒― ‚ „ ⁴ ₀  ⁴ ₀̓ ‖Ὼ⁴‗

 ―΅⁴῀ 

 

＜高槻市＞ 

•  

”  

2  „ ‚–΅―”‹ ΅ ║̓║║ • ” ΅ ⁵Ὸ‚  ― ῲ῀

 

4  ” ‚ ‒―„᾿ ” ” ₀  ’῾⁵‟’’΅῀ 

  ‚ —Ὼ  ⁵ ‖ ₀  

‚–΅―„᾿ ” ₀ ῲ‾”‗ ⁴῀ 
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＜池田市＞ 

 

 

2  

3 ‚  ᾿ Ὼ Ὼ 2 ” ₀ ‒―΅⁴ ‗῀‴᾿ ‚ ᾿

₀  ᾿ ‚ ᾿ Ό ‗’‒―΅⁴ ‚„᾿ Ὼ Ὼ 2

᾿ ‚ῷ΅―᾿” ₀ ‒―΅⁴ ‗῀ 

 

” ” •  

”  

5  

 ’ ₀ ‗ ⁴ „ ‚  ⁴ ”‼”

Ό ‗ ⁵⁴ ‚–΅―„᾿ 4” ‚ῸῸ⁸  ’ ₀ ‖Ὼ

⁴‾”‗ ⁴῀ 

 –΅―” ” ” ‚  ⁴ ‚ —Ὼ᾿ ‚  ―

„᾿ ₀  ᾿ ” ” ‚  ⁴ ‚ ⁴ ‚ ‖Ὼ⁴

‾”‗ ⁴῀ 

 ‚  ―„᾿ ΌῬ⁴‗ ‼⁴‗Ὼ„᾿ ” ‚  ⁴ ‚ ⁴

‚ ‖Ὼ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ‚   ” ‚  ⁴ ‚ ⁴ ₀ ‗ ― 1,000

‴‖ ‖Ὼ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

＜箕面市＞ 

ר  

ש  

ת ║  

 ₀  ―ῷ᾿” ‚ Ή̓ ” ”‼” ῌ‗ ―᾿ ‚–΅―

” ” ” ‚  ⁴ ‚ —Ὼ᾿ ” ”‼”

₀ ⁴ ‗᾿‗  ―΅⁴῀ 

 

 

＜東大阪市＞ 

‚–΅―„᾿ ᾿ ‚–΅―„᾿ ‚ῷ΅―᾿

‚–΅― ” ‚  ⁴ῲ  ―΅⁴῀ 

 

 

”  

11  ” ‚Ῥ‒―„ ” ‼‚⁴‗‗‾‚᾿ ” Ὸ

₀  ⁴῀ 
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＜尼崎市＞ 

 

”  

2  

 ” ‚ ‒―„᾿ ‖ Ό ’ ‚Ῥ‒―„᾿ ‚

” ₀ ⁴ῲ  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

‴᾿ ‚–΅―‾ ” ₀ ‒―΅⁴῀ 

 

 

＜和歌山県＞ 

‚ ⁴ Ὼ  

 

3  

3 ‚ ₀  ⁴ „ ‚ ₀   Ὸ̓– ̓” ₀ ‗ 

―  ―΅⁴ ‖Ῥ⁴ ‗῀ ᾿ Ό ‚ ‗ ‼⁴ ‚Ῥ‒―„᾿

‚ ₀  ⁴ ‚ ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

‚ ⁴ 160  

 

2  

‚  ῲ‗ ⁴ „᾿ ” ” ”

‚  ⁴ ‚ —ῼ ₀  ⁴ ‖᾿ ‚ ₀  ⁴ „ ‚

₀  ᾿Ὸ–” ₀ ‗ ―  ―΅⁴ ‗ ⁴῀ ᾿ ” •

” Ό ‚ ‗ ‼⁴ ‚Ῥ‒―„᾿ ‚ ₀  ⁴ ‚ ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴

‾”‗ ⁴῀ 

 

‚ ⁴  

 ‗ ₀   Ή ῌ 

③ ” ‚ ῴῲ⁴ ” → ” ₀ ‚ ῀ 

 ”  

◆ ‚–΅―᾿ ‚  ―᾿ ₀ 1 3 6 9 ‚ ῾ ₀  ῀

 ”  

◆ ‚ Ό ‗ ‴⁵⁴ „᾿ ’  ‚ ῀ 

 

” ” ‚ ⁴ Ὼ ”  

  

‚ῷ΅― Ὼ ₀  ⁴ ‚ῷ΅―᾿ Ὼ ‚ ‖Ὼ⁴

„᾿ ” ” ‚ ⁴ ‚  ⁵―΅⁴ ”ῲ᾿

‗ ― ‚ ₀  ⁴ ‗ ⁴῀ 

 

” ” ‚ ⁴ ”  

 ”  

‚ ‖Ὼ⁴ „᾿ ” ” ‚ ⁴

‚  ⁵―΅⁴ ”ῲ᾿ ‗ ― ‚ ₀  ⁴ ‗ ⁴῀ 
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＜三原市＞ 

” ‚ ⁴ ‚  ⁴  

• ”  

4  ” ‚ ‒―„᾿ ‚ ᾿ ║ ₀ ῼ Ή

ῌ‗΅ῲ῀ Ὸ  ⁴῀ ᾿ Ὸ Ό ’ ᾿ ῾‖„

Ό ⁸’΅ ” ” ‚ῷ΅― ‚ Ό ‼ ‚„᾿ ”

Ὸ‾  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴῀ 
 

‚ῷ῾⁴ ” ‚–΅― 

 ” ‚–΅― 

1 Ό 130 ₀ ῴ᾿3,000 ”  

ר ” ᾿ ᾿ ᾿  

ת ‚ ₀  ⁴  

2 Ό 3,000 ”  

ר ”  

ת ‚ ₀  ⁴  

 

＜尾道市＞ 

 

”  

2  

 ” ‚  ―„᾿ ‗ ― ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ ᾿ ‚

 ― ᾿ ” ‚  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴῀ 

”  

6  ” ‚  ―„᾿ ‚–΅―” ” ” ‚  ⁴

41 97 ” ‚ —Ὼ᾿ ” ” ‚  ― ῲ῀ 

 

＜薩摩川内市＞ 

• ”  

 

  

   ” „᾿ Ό  ⁴ ’ • ” ‚–΅―᾿ ‚ „

⁴ ₀  ⁴ ” ₀ ῾᾿ ‚ ₀ ⁶ῲ‗ ⁴‾”‖ ῀ 

  

 (1) ‖Ὼ⁴  

‚ ר   „ ⁴ ₀  ⁴ ῀ 

 ‗’⁴  

  Ό 60 ‖᾿ ” Ό ‖Ῥ᾿Ὸ–᾿ ” Ό ‖Ῥ⁴

• ₀ ‗ ‴ ῀ 

 

＜那覇市＞ 

 

( ) 

3  

(10) ᾿ ” ‚  ⁴ ₀  ―΅⁴ ‖Ῥ⁴ ‗῀  
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２．契約の方針等 

（１）中小企業者の官公需における受注機会の確保を目的とした方針を制定している自治体 

 （※方針等は、主要な部分を抜粋） 

 

＜北海道＞ 

‚  ⁴ ” ‚  ⁴  

22 4  

” ⁞ ” ₀  ᾿  ₀ ‒―΅⁴῀ 
 

” ’ ’ ‗ ―᾿ ₀  

║ NPO₀ ‗ ― ‚ ‼―΅⁴ 

║ ‚ῷ῾⁴ ‗ ―᾿ ‚ ⁴ ” ₀ ―᾿ ”

” ║ ₀ ⁴ῲ ‼⁴ 

║ ” ₀ ῲ ”  

║ ” ”     

 

＜群馬県＞ 

‚  ⁴ ”  

22 6  

 

” ’ ’ ‗ ―᾿ ₀  

 ῾ ”  

„᾿ Ό ‖Ὼ⁴ ” ║ ”‼᾿ 22

῾ ” ₀ 90.0%( ∂╒₰ ‗ ᾿ ₀  ― ” ”

‚  ›῀ 

”  

(1) ” ║ ” ” ₀ ⁴‼᾿ ₀  ᾿ ‖

 ⁴ ₀   ₀  ―΅⁴ ‚ ‹  ̓” ‚ ‒― ₀ ΅᾿

῾ ₀  ⁴῀ 

 

＜墨田区＞ 

21 ‚–΅―” ” ” ‚  ⁴ ”  

21 10 16   

 

” ‗ ―᾿ ₀  

” ”‼”  

1 ”  

2 ”  

3 ” ’  

4   • ’ ║ ”  

5 ”  

6 ₧≥╒└ ”  

7 ‚⁴  

8 ”  ΅ 

9 ”  
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＜千葉県＞ 

‚  ⁴ ” ”  

21 12 16  

 

” ’ ’ ‗ ―᾿ ₀  

 ” ” ”‼”  

(1) ” ”  

₈ „᾿ ” ‚  ₀ ῲ ‚„᾿ ” ₀ ––᾿

” ‚  ᾿ ‚ ⁴ ₀  ⁴’‘ ―᾿

” ” ‚  ⁴ῲ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

   ‴᾿ ‚ῷ΅―‾᾿ ‚᾿ ” ” ‚  ⁴

ῲ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

(11) ”Ῥ⁴ ‚  ⁴ ”  

ₐ „᾿ Ό  ⁴ ⁵ ⁞ ’ ₀  ᾿ ‚ ῼ

 ⁴Ή ‾”—ῼ ῌ‚–΅―᾿”⅍≤ₐ₈⌂ ” ’‘‚

᾿ ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

(12) ” ║  

₈ „᾿ • ║ ‚–΅―᾿ ”

‚  ––᾿ ” ‗ ’ ₀ ⁴‾”‗ ⁴῀ 

ₐ „᾿ ” ‚–΅―᾿ ‗” ” ₀ ‼⁴’‘᾿

” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

 

＜神奈川県＞ 

21 ‚  ⁴ ” ” ‚   

” ” ” ║ ”‼” ”  

 

” ” ‚  Ή ” ” ” ║ ”‼” ”

ῌ₀ ᾿ ₀  ― ” ” ” ║ ‚ ‼―΅⁴῀ 

 

 

＜山梨県＞ 

” ‚–΅―” ” ” ‚  ⁴  

14 8 28 ᾿ 20 9 24  

 

„᾿ ₀  ῼ  ΅ ₀ ‴ῴ᾿ ” ’ ₀  ⁴ῲ

 ’Ό Ή̓ ‚–΅―” ” ” ‚  ⁴ ῌ‚ —Ὼ᾿ ”

 ⁴ ᾿ • Ή ῌ‗΅ῲ῀ ” ‚Ῥ᾿ ” ’ ‚

 ––᾿ ᾿ ‚ ” ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

  



地方公共団体における官公需施策事例（平成 22 年版） 

 

- 26 - 

 

＜滋賀県＞ 

‚ῷ῾⁴ ῾ ”‼”  

 

” ’ ‗ ―᾿ ₀  

║ ‚ῷ῾⁴ ║ ”  

║ ≥€ₐ₦⌂ ”  

║ ‚⁴ ←ₐ₡⅔₈ ”  

║ ”  

 

 

＜京都府＞ 

21  ”  

᾿  

 

→₯≡└ ↨≤└”  

᾿ ” ‼ ”   

○ ” ’⁴ ‗ ” ”  ‹῀ 

 ◆ ║ ” ᾿ ” ║ ₀  ⁴‼” ₀  ⁴

• ” ῀ 

○ ”‼” ” ₀ ⁴῀ 

 ◆ ’ ₀  ⁴ ₀ Ὼ 100 ‚ ῀ 

 

 

＜大阪府＞ 

22  ῾ ”‼”  

22 4 1  

 

” ’ ‗ ―᾿ ₀  

║   ”  

₀  ῼ Ό ‗ ―  ΅ ‚Ῥ⁴ ‗Ὸ᾿ 22

‚ῷ΅―᾿ ’ ᾿ • ₀ ›῀ ”   ‚ ‼⁴‾”

‗ ⁴῀ 

║ ‚ῷ῾⁴ ”  

” ‚ ‒―„᾿←₴₪└ ‚ ⁵’ ‚  ←₴₪└₀  ⁴

₀  ⁴ ᾿ ” ₀  ⁴ῲ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

║ ₀   ”  

⁞ ₀   ᾿ ” ‚ ”

₀ ῾ Ό ‗ ―  ⁴ • ‗ ” ‚⁴

₀   ” ‚  ⁴ ‗‚᾿ ” ₀  

⁴ῲ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

║ ” ”  

” ‚  ⁴‼᾿ ‾’΅ ” ” ‚  ⁴‾”‗

 ⁴῀ 
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＜寝屋川市＞ 

22  

 

‗  

◎ ║ ” ║ ᾿ ₀ ‼⁴‼‚᾿

₀  ⁴‗‗‾‚᾿ ” ” ” ‗ ’ ”‼‚

᾿ ₀ ‗  ” ’‘₀  ‴ ῀ 

 

” ᾿ ᾿ ” ₀ ⁴‼᾿ ₀  ⁴῀

‴᾿ ” ᾿ ” ᾿ ” ₀ ⁴‼᾿ ”

₀  ⁴῀ 

 

 

＜兵庫県＞ 

22 ‚  ⁴ ”  

22 6 21  

 

” ’ ‗ ―᾿ ₀  

║Ή ║ ῌ” ” ‚  ⁴  

║ ” ’  

║ ‚  ⁴  
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（２）入札や契約の方針等において、中小企業者の官公需における受注機会の確保を規定してい

る自治体 

（※方針等は、該当部分の抜粋） 

 

＜旭川市＞ 

” ‚  ⁴  

 

  

 Ή ” ’‘ ” ‚  ⁴ ║ ” ῌ ῾  

(1) ” ‚  ⁴ ”  

” • ” ₀ ⁴‼᾿ ‚  –– ₀ ‼⁴ 

” ₀  ⁴‗‗‾‚᾿ Ὸ– ’ ‖” ⁞ ” ’‘᾿  

” ” ‚ ‒ ”  ₀ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

＜ひたちなか市＞ 

Ὸ’‡ ” • ” ₀ ⁴‼”  ›└ₐ≥ⅎₐ₣Ὼ 

 

 ‗ ― ‚  ῲ‗ ᾿ „ ” ‚’⁶ῲ‗ ⁴ ” ” ’ ”

‚  ⁴  

(1) ’ ₀  ⁴‼” • ” ” ‚  ⁴ ‗ 

  ΅⁸⁴ ” „᾿ ” ║ ” ”‰Ὸ ‚ῷ῾⁴ ║

₀ ‚ ῲ Ὸ ₀  ⁴ ‾Ῥ⁴Ό᾿ ‚ ₀   ⁴ῲ’

‗’’΅ῲ‚  ⁴‾”‗ ⁴ ’͂ῷ᾿ ‚–΅―” ” ” ‚

 ⁴ ‚ —Ὼ᾿ ║ ” ” ₀ ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

＜那須塩原市＞ 

22 ‚  ⁴  

 

ϲ  

(5) ” ₀ ⁴‼᾿ ’  ║ ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

(6) ‚Ῥ‒―„᾿ ‚ ₀ ‗ ⁴῀ 

 

＜伊勢崎市＞ 

” ║ ”  21 4  

 

” ‚–΅― 

‗ ― ‗ ‴ ῀ 

‗ ―᾿ ‚⁴῀ 

₀  ⁴ ‖„’ῼ᾿ ” ‚ῷ῾⁴ ”

‚⁴ ₀  ‴ ῀ 

‚ῷ΅―„᾿ ₀  ῲῴ‖ ” ₀  ‴ ῀ 

” ₀  ⁴῀ 

„  ⁴῀ 

” ₀  ⁴῀ 

” ‚–΅― 
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＜鎌倉市＞ 

21  

 

‚–΅―” ” ‚  ⁴ ‚ —Ὼ᾿ ” ” ”

᾿ ‚ ‼⁴‼᾿ ’ ⁞ ’ ₀ ‗ ⁴ • ‚ ‖

Ὼ⁴ Ό ‖ ” Ό ‗ ‼⁵⁴ „ ‗ ―᾿

₀ ‚ ῀ 

 

 

＜磐田市＞ 

22 ” • ” • ‚–΅― 

 

‖„᾿ ’ ” ᾿ ’ ” • ” ₀  

⁴ ‗₀ ‚ • ₀  ῲ‾”‗ ⁴῀ ᾿ ” ₀ ‹᾿

‚ ⁴ ‗ ― ₀  ⁴ ‚  ›‾”‗ ⁴῀ 

ṻ ”‼”  

ױ ’ ‚ῸῸ⁴ ‚–΅― 

1 ”  

• ‚–΅―„᾿ • ₀ ⁴‼᾿

” ₀ ”‗ῷ  ⁴῀ ᾿ ‚ ⁴ ‗ 

―᾿ ” „ ‚ῷ῾⁴ ⁞ ₀  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴‾”‗ ⁴  ͂

4 ‚  ⁴ ‚–΅― 

” ―” ‚᾿ ₀ ‗ ―  ⁴ ” ₀  

⁴‰Ὸ᾿ ∏╒√∆╒₯⁞ ’‘‖᾿ ” ₀   ⁴῀ 

 

 

＜草津市＞ 

22 ” ‚–΅―  

22 6 1 Ὸ  

 

’ῷ᾿ ‗ ― ” ” ₀  ῼ Ό ‼―  ΅ ‚Ῥ⁴’Ὸ‖᾿

Ό ” ₀  ᾿ ” ‗ ― ‚  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴ῲ᾿

‚ῷ΅―‾ ” ” ‚ ‼⁴ ᾿ ║ ‚ῷ΅― ₀  ―

΅ῼ‾”‗ ⁴῀ 

” ’ ” ₀ ⁴῀ 

2 ” ” ‚ῸῸ⁴ ‚–΅―᾿ “ 1 5 ” ‚

–΅―„᾿ ” ⁞ ₀  ᾿ ’  ‚ ║ ₀  ⁴ ₀

‗ ⁴ ” ₀ ⁴῀ 

5 ₀ ‒―΅⁴ ‚⁴ ₀ ‗ ––‾᾿ ₀  ⁴ Ὸ

᾿ ‚ ᾿ ₀  ⁴ ₀   ⁴’‘᾿ ’ ”

‚ ‼⁴῀ 

7 ⁵⁵” ‚  ᾿ ’  ₀ ῲ‗‗‾‚᾿₪₰⅍ ₀ ⁴ Ὸ

’ ⌠№⅍” ₀ ‗ ― ‚ ‼⁴῀ 

9 ” ₀ ⁴‼᾿ ‚  ― ₀  ⁴῀ 
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３．個別事例 

中小企業者の官公需における受注機会の確保を目的とした特別の施策等を実施している自治体 

 

（１） 官公需に関する中小企業者の受注機会確保等に係る施策の推進について、関係部署に

通達している事例  （※各事例は、抜粋） 

 

＜東京都＞ 

‚–΅―” ” ” ‚–΅―  

21 7 2  

 

” ‚–΅―᾿ ‚ ῀ 

 

 ῾ ”  

 ” ”‼”  

 (1) ”  

 (2) ‚ῷ῾⁴ ”  

 (3) ” ’  

‚ ⁴ ” ‚–΅―„᾿

₀ ‼᾿” ’ ‚ ‼―Ὼ‗ ⁶‖Ῥ⁴῀ ‚᾿ ”

’ ₀ ⁴ Ὸ᾿ 6 ” ‚  ⁴ ” ” ‚

–΅―„ ₀  ‗‗‾‚᾿ 5 „ ” ‚  ⁴ ”

” • ‚ —Ὼ᾿ ” ” ‚ ‚  ⁴’‘᾿

᾿ ” ‚  ⁴ ‗῀ 

‴᾿ ” ‚ ⁴ ” ‚–΅―‾᾿ ⁵

₀ ‼᾿” ’ ‚ ‼―Ὼ‗ ⁶‖Ῥ⁴῀ ‚᾿

” ’ ₀ ⁴ Ὸ᾿ 4 ” ” • ‚ —Ὼ᾿

” ” ‚  ⁴‗‗‾‚᾿ 5 ₀ ‚

 ᾿ ” ‚  ⁴’‘᾿ ῼ” ” ₀  ⁴

ῲ ‼⁴ ‗῀ 

 (4) ” ”  

 (5) ”  

 (6) ”  

 (7) ” • ”  

 (8) ‚⁴  

 (9) ”  

 (10) ” • ”  

 ”  

 (1) ”  

 (2) ”  

 

＜秋田県＞ 

” ” ‚–΅―  

 

” ” ‗ ―᾿ ║ ” ‚–΅― ‚ 

›ῲ ‚ ‚ ⁴ ” • ” ‚ ”  
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（２） 発注工事等を受注した登録事業者に対し、「下請（資材）発注する場合には地内中小企業

に優先発注するよう配慮する」ことを指導している事例  （※各事例は、抜粋） 

 

＜台東区＞ 

” ‚–΅― 

19  

 

Ή ” ‚–΅―ῌ₀ ‚  ∏╒√∆╒₯‚― ῀ 

‚–΅―᾿  ⁴ῲ ῀ 
 

   ” ₀ ‚  ⁴ „᾿ ’  ₀

 ⁴ῲ‚ ‼―ῼ ΅῀ 

 ‚ ’ ” ‚–΅―‾᾿ ’  ” Ὸ  ⁴ῲ

‚ ‼―ῼ ΅῀ 

 ” ” ‚ῷ΅―‾᾿ ” ‚ ’ ” ‚–΅―„᾿ ’ 

Ὸ” ‚ ‼―ῼ ΅῀ 

 

＜横浜市＞ 

‚–΅― 

19  

 

Ή ‚–΅―ῌ₀ ‚ ῀ 

‚–΅―᾿  ⁴ῲ ῀ 
 

₀  ⁴ ᾿ ₀  ⁴ • ₀ „  ⁴

‚„᾿ ‚ ” ₀ ‗ ―  ―ῼ ΅῀ 

” ‚Ῥ‒―„ Ή̓ ” • ” ” ‚  ⁴ ῌ •Ή

ῌ ” ᾿ ⁞Ή ‚ῷ῾⁴ ₮₰Ω√ ῌ

₀  ᾿ ₀ ‼᾿ ” ’ ‚ ‼―ῼ ΅῀ ‚᾿ ₀

 ⁴ ‚„᾿ ’ ‖ ῾ ⁸ ⁴ ‗᾿‴᾿ ₀ ’ ‚ ῲ 

‗ ” ‚ ‼―ῼ ΅῀ 

” ‚ῷ΅― ₀  ⁴ ‚„᾿

‚  ᾿ ₀  ⁴‗‗‾‚᾿   „   Ό  ⁴

‚  ―ῼ ΅῀‴᾿ ₀  ⁴ ‚„᾿ ‚   ”

‚–΅―  ―ῼ ΅῀ 

 

 

 

  



地方公共団体における官公需施策事例（平成 22 年版） 

 

- 32 - 

 

（３） 地元企業の受注拡大に関する調達方針を定めている事例  （※各事例は、抜粋） 

 

＜宮城県＞ 

” ‚  ⁴  

21 7 15  

 

  

 ΅ ” ‖ ” ₀ ῾―΅⁴ ” ₀ ⁴

‼᾿ Ό ῲ ⁞ ” ‚ ᾿ ‚   ₀ ῲ‾”῀ 

 

 ’  

‚   ”  

 ⁴ ” ₀ ⁴‼Ή ‖ ‖Ὼ⁴‾”„᾿ ‚  ⁴ῌ ‗

₀ ‗ ᾿ ₀ ‗  ” ₀ ΅᾿ ” ”

₀ ⁴῀ 

  ר

║ Ό ῲ ‚ῷ΅―„᾿ ₀↕⌠№₦‗ ⁴

₀ ‚  ⁴῀ 

║ ‖ ‖Ὼ⁴ ” ₀Ή10 ῌῸΉ5 ῌ

‚  ⁴῀ 

₦№⌠↕ ש  

”ר ‚ῷ΅―᾿ ↕⌠№₦ ‖ Ό 5 ‚ ’΅

‖‾᾿ ₀ ‹ ⁸ ― 5 ” „᾿ ₀ ‗ ⁴Ή

↕⌠№₦ ῌ₀ ‚  ⁴῀ 

  ת

”ש║ ↕⌠№₦ ‖᾿ Ό 5 ‚ ’΅ „᾿

‖  ⁴῀ 

║ Ό ‖Ὼ⁴ ‖Ῥ⁴ ₀Ή10 ῌῸΉ5

ῌ‚  ⁴῀ 

‚    

Ό  ᾿ ‚  ―΅⁴Ή ” ” ”‼”

’ ῌ” ₀ ‴ῴ᾿ ‚ ⁴ ” ‗ ―᾿ ” ₀  ⁴  ͂

  ר

1 ” ‚–΅―᾿ ₀ 5↕⌠№₦‚  ―  ⁴ ” ↕⌠

№₦ ‚ ῴ᾿  ⁴ 2–”↕⌠№₦ ” Ό ‚  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴

↕⌠№₦ ₀  ⁴῀̓͂ 21 7 1  ῐ 

  ש

Ό  ⁴ ‚–΅―„᾿ ’ ║ ₀  ⁴‗‗‾‚᾿

( ↕⌠№₦ ‾ › ₀ ‚  ⁴῀̓͂ 21 7 21 

ῐ 

”  

” ‚ ‒―„᾿ ‖  ⁵―΅⁴ ” ‚   Ή̓ ‚ 

 › ῌ₀  ⁴῀ 
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＜山形県＞ 

‚ ⁴ ” ” ‚  ⁴  

 

  

║ ”  ΅ ” ₀ ‴ῴ Ή̓ ‖ ‖Ὼ⁴‾”„ ‖  ⁴ῌ ‗₀

‚᾿ Ὸ” ‚  ―΅ῼ ΌῬ⁴῀ 

║ Ό ῲ ” ‚–΅―᾿ ‗ ” ‚‾  ’Ό᾿ ”

” ‚   ‹₀᾿ ₀  ―  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

  

‖ ‼⁵ ” ” ‖᾿ ” ” ₀ ‼⁴‗‗‾‚᾿

‚⁴ ” ₀ ⁴‼᾿ ” ₀ ῲ῀ 

1  

║ ’ ” ‚–΅―„᾿ ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

2  

║ ’ ” ‚–΅―„᾿ ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

║ ‚ ” Ό ‼⁵⁴‾”‚–΅―„᾿ ” ₀ ῲ῀ 

3  

║ ’ ” ‚–΅―„᾿ ” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

║ ” ₀᾿ ₀  ―΅⁴ 12 ” ―‚

 ⁴῀ 

 

  

 ” ΅„᾿ 22 4 1 ” ‗’⁴‾”Ὸ  ⁴῀ ᾿⁵

” Ό ’ „᾿ ⁞Ὸ’ ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

 ”  

 ” ‹‚–΅―„᾿ “ 2 ” ₀  ’Ό᾿ ᾿” ‚–΅

― ║  ᾿ ‚  ― ” ”  ₀ ῲ‾”‗ ⁴῀ 
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（４） トライアル発注制度等を実施し、域内中小企業等の育成や販路拡大を図る事例 

  （※各事例は、抜粋） 

 

＜福島県＞ 

‚⁴  

21 10 1   

 

 

  ” „᾿ 22 29 12 ” ” ”

‚ —Ὼ᾿ ” ‚ ’ ” ₀ ⁴ Ή ῌ‗

΅ῲ῀ ” ‚–΅― ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

 ” ” „᾿ ”΅ ⁵Ὸ‚  ⁴ ‗ ⁴῀ 

1 38 154 ‚  ⁴ ‖᾿ ‚

₀  ⁴‾” 

2 ‖ ₀  ῲ‗ ⁴  

  ” ” ‗’⁴ „᾿  ᾿ ᾿ • ₀

Ὼ᾿₴↔⅍ₒₔ₈₀ ›῀ ‗ ⁴῀ 

 

 

 „᾿ ” ‚ ‼⁴‗ῷ‗ ⁴῀ 

 ᾿ ” ‚ῷ΅― Ό ‴⁵’΅‾”„ ‗ ⁴῀ 

1 ’ ” ‚ ⁴ Ό᾿ ‚  ⁵―΅⁴ ‗„ ”

‚ῷ΅―  ῼ„ ” ‚  ⁴‾” „ ‚  ⁵―΅⁴ ‗

” ‚  ⁴‾”‖Ῥ‒―‾ ” ‗„  ῼ ’⁴ ₀  ᾿

‚ ” ‚  ⁴‾”‖Ῥ⁴‗ ‼⁵⁴ ‗῀ 

2 ’ ” ‚ ⁴ Ό᾿ ” ”  ῼ„

” „ ” ” ‚  ⁴‾”‗ ‼⁵⁴ ‗῀ 

3 ” ” •‚ ‚ ’ ” •” Ό ”

‚⁴ ’ ” ₀ ‚  ⁴‼‚ ’‾”‖Ῥ⁴‗ ‼⁵⁴ 

‗῀ 

4 Ό ‚  ’΅ ‗῀ 

5 ’ ” ‚ ⁴ Ό᾿ ᾿ ᾿

” ” Ό ‼⁴ ‚  ⁴ ‗῀‴᾿ Ό ‚  

’΅ ‗῀ 

 

”  

12  „᾿ ” ‚ῷ΅―᾿ ” ‚ ⁴ ” ᾿ ᾿ ᾿

‚–΅― ”ῲῴ᾿” ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

 „᾿ ” ‚ ⁴ ” ₀ ⁴‼᾿ ‚  ⁴ ”

’ ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 
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＜千葉県＞ 

Ή ‾”—ῼ ῌ”⅍≤ₐ₈⌂  

20 12 18  

 

 

 Ή ‾”—ῼ ῌ”⅍≤ₐ₈⌂ „᾿ ‾”—ῼ ₀ ”

Ό ‚ Ή⅍≤ₐ₈⌂ ῌ‗΅ῲ῀  ᾿ ‚ ” ”

₀ ΅᾿ ‖” ₀–ῼ⁴ ‗‚ ” ₀  ᾿

” ₀ ⁴ ‗₀ ‗ ⁴῀ 

 

 ⅍≤ₐ₈⌂ ” ‗’⁴ „᾿ ‾”—ῼ

” ‚  ⁵ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ”ῲ

᾿ ” Ό  ᾿ Ό ‼⁴ ‗ ⁴῀ 

 

 ⅍≤ₐ₈⌂ ‚⁴ „᾿ ” ‗ ⁴῀ 

 ⅍≤ₐ₈⌂ ‚⁴ „᾿ ‗ ― ‚–Ὼ ‗ ᾿⅍

≤ₐ₈⌂ ” „᾿ ‚–Ὼ ‗ ⁴῀ 

 

  ” „᾿ ” ║ ║ • ᾿ ᾿

῀ • ᾿ ᾿ ῀ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‚  

⁴῀ 

 

 

 ⅍≤ₐ₈⌂ „᾿ ” ‚ ῲ‾”‗ ⁴῀ 

(1) „᾿ ∏╒√∆╒₯ ‚ • ₀   ”

‚–΅― ‚  ―  ⁴῀ 

(2) ⅍≤ₐ₈⌂ ‚ ” • ₀  ⁴ „᾿ ‚

” ‚ ‚  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(3) „᾿ ” ‚  ⁵ ║ ₀ ‴‗‼᾿ ”

’ ₀ ‒ ᾿⅍≤ₐ₈⌂ ₀ ῲ ₀  ⁴῀ 

(4) „᾿ ” ‚⅍≤ₐ₈⌂ ₀ ῲ ₀   „᾿

‚ ₀   Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‚  ᾿‴᾿

‚ ” • ₀  ⁴ ‚  ―” ₀⁵⁵

 ⁴ ‗‗ ⁴῀ 

(5) „᾿ ” ‚ ₀ ῾ „᾿ ‚⅍≤ₐ₈⌂ ‚

⁴ ” ‚–΅― ” ‚   ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(6) „᾿ ” ‚  ⁴ ” ₀  Ή ῌ

‗΅ῲ῀ Ὸ ₀  ⁴ ₀ ῲ‾”‗ ⁴῀ 

(7) „᾿ ” ‚ ₀   „᾿ ” ‚  

 „ ῴ₀ ΅᾿ „    ₀ ῲ῀ 

(8) ῴ  ῼ„    ₀ ῾ „ ₀ ‚  ⁴‾”‗

 ⁴῀ 

 

” ”  

 „᾿ ” ‚⁴ ” ‚–΅―„᾿ ∏╒√∆╒

₯ ‚  ⁴῀ 
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＜鳥取県＞ 

ↄ№₦ ₈№↨ ⅍≤ₐ₈⌂  

22 6 30   

 

 

 ” Ό  ᾿ „  ⁴ ‚–΅―᾿ ” Ό ‚

 ᾿ Ὸ” ₀ ⁴ ‗‚᾿ ” ₀  ᾿

” ₀ ⁴ ‗₀ ‗ ―᾿ ↄ№₦ ₈№↨ ⅍≤ₐ₈⌂ Ή

ῌ‗΅ῲ῀ ₀ ῾⁴῀ 

 

  ” ‚ῷ΅―Ή ῌ‗„᾿ ” ’ ” ‚  ⁴

῀ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‚ ‼⁴ •

” ” ‚ ‚   ₀΅ῲ῀ 

  ” ‚ῷ΅―Ή⅍≤ₐ₈⌂ ῌ‗„᾿ ” ‚ —Ὼ  ⁵ ‚–΅―᾿

” Ό ‚  ⁴ ‗₀΅ῲ῀ 

  ” ‚ῷ΅―Ή ῌ‗„᾿ ᾿₴↔⅍ₒₓ₈᾿₮₰Ω√ • ₀΅ῲ῀ 

‗’⁴  

 ⅍≤ₐ₈⌂ ” ‗’⁴ Ή ῌ‗΅ῲ῀ „᾿ ‚

 ⁴ ” ₀―  ‾”‗ ⁴῀ ᾿ ║ ᾿ ᾿ ║

Ό  ⁴‾”᾿ ‖” ₀  ⁴‾” •‚ ” Ὸ

 ⁵ • „᾿ ‗ ’΅῀ 

1 ‚ ₀  ⁴ Ό ‖   ᾿ „  ‾”‖Ῥ⁴ ‗  ͂

2 ║ ΌῬ⁴ ‗῀ 

3 ‖” Ό ‖’΅‾””᾿ ” Ό ‴⁵⁴ ‗῀ 

4 ” ᾿ ” ᾿ ” ” ”΅ ⁵Ὸ‚  ⁴ ‗῀ 

5 ‚  ⁵⁴ ₀  ―΅⁴ ‗῀ 

6 ” ‚ῷ῾⁴ ” ΌῬ⁴‾”‖Ῥ⁴ ‗῀ 

 

⅍≤ₐ₈⌂ ”  

 ” ᾿ • „᾿ ”‗ῷ  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

1 „᾿  ⁴῀ ‗ ― ₀ ῾ῲ‗ ⁴

„᾿ ‚ ‼⁴‗ ⁶‚ ‚  ⁴῀ 

2 ‚ῷ΅―„᾿ • ”↨⌐₳└Ω╒₮≡└‚ —Ὼ᾿  ⁵

 Ό ” ₀  Ὸ‘ῲῸ  ᾿ ” ₀ ῲ῀ 

3 ‚  ⁵ „᾿ Ή ῌ

‗΅ῲ῀ ‚  ᾿ ” ‚   ₀ ⁴‾”‗ ⁴῀ 

4 ” „᾿ ‚  ⁵ ₀᾿ ” ‖ ‚  ―᾿

₀  ᾿ „   Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‚  ⁴῀ 

5 „᾿ ₀   ” ” ₀ ‚ ―᾿

” Ὸ” ‚–΅― ₀ ΅᾿ ‚  ⁴῀ 

‚  ⁴  

 ‚ῷ῾⁴ ” ” ₀ ‗ ⁴῀ ” ‚–΅―

„᾿ ”‗ῷ  ῲ῀ 

1 ᾿ ” ᾿ ” ᾿ ” ᾿ ᾿ ”

” ‚  ⁴ „᾿ ‗ ―  ⁴῀ 
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＜佐賀県＞ 

⅍≤ₐ₈⌂  

22 1 25  

 

   

 ΅ ║ ” ‖᾿ ” „᾿ ⁵ ⁞ ᾿ ᾿

Ή ῌ‗΅ῲ῀ ₀  ―΅⁴‾””᾿ ” ‚  ―΅⁴ Ό ΅῀ 

 ”‼᾿ ” Ό   ‚–΅―᾿ ” Ό ‚  ᾿‴

᾿ „ ” ₀  ᾿ ‖” ₀–ῼ⁴ ‗‚᾿

” ” ₀  ᾿‾‒― ” ₀ ⁴ ‗₀ ‗ ⁴῀ 

 ‗’⁴  

” ‗’⁴ „᾿ ‚  ⁴ ” ―₀  ‾”‗ ⁴῀ 

( ) ‚ ⁴ ₀  ⁴ Ό   ‖Ῥ⁴ ‗῀ ᾿ •

„ ῼ῀ 

( ) ” ‖” Ό ’ῼ᾿ ‖” Ό ‖’΅ ‗῀ 

( ) Ό ‴⁵⁴ ‖Ῥ⁴‗ ‼⁵᾿ ‚  ⁴ ”΅ ⁵Ὸ‚  ⁴ ‗  ͂

║ ר Ό ‼⁵⁴ ‗῀ 

⁵ ש ₀  ᾿ ᾿ ₔ⅜᾿ ” ” ‚ ‖Ῥ⁴‗

‼⁵⁴‾”‖Ῥ⁴ ‗῀ 

( ) ” Ό  ᾿ „ ” ‚ῷ῾⁴ Ό ‴⁵⁴ ‖Ῥ⁴ ‗῀ 

 ⅍≤ₐ₈⌂  

⅍≤ₐ₈⌂ ₀  ⁴‚ ᾿ ” ᾿ ᾿ ‚–΅―᾿ Ὸ–

’ ₀ ⁴‼᾿ ⅍≤ₐ₈⌂ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ₀  ⁴῀ 

  

⅍≤ₐ₈⌂ ‚ῷ῾⁴ ” ᾿ ᾿ ‚–΅―„᾿ ”‗ῷ  ⁴῀ 

( )⅍≤ₐ₈⌂ ” ‗’⁴ „᾿ ”∏╒√∆╒₯ ₀  ᾿ ῼ ₀ ῲ῀

‚ ‒―„᾿ Ό ” ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

( ) „᾿  ⁵ ” ₀  ᾿⅍≤ₐ₈⌂ ” ‗’⁴

₀  ⁴῀ 

( ) ” „᾿  ⁵ ₀ ‚  ―  ⁴῀ ᾿ ” ‚ —Ὼ ”

Ό  ⁴”„ ‗ ⁴῀ 

( ) „᾿ ₀   ” ” ₀ ‚ ―᾿ ” Ὸ”

‚–΅― ₀ ΅᾿ ‚  ⁴῀ 

( )   „᾿ ” ‚ῷ΅―” ₀ ‼⁵ ‚„᾿ ” Ὸ

” ‗ ―  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ‚  ⁴  

⅍≤ₐ₈⌂ ‚ῷ῾⁴ ‚  ⁴ ” ‚–΅―„᾿ ”‗ῷ  ῲ῀ 

( ) ‖„᾿  ⁵ ‚  ⁴ ῃ” „  ’΅῀ 

( ) ” ‚ῷ΅―    ⁴ ‚  ⁴ ᾿ ᾿

„  ⁴῀ 

( )Ή  ‗’⁴ ῌ”Ή( ) ” Ό  ᾿ „ ” ‚ῷ῾⁴ Ό ‴

⁵⁴ ‖Ῥ⁴ ‗ ῌ͂”‹₀   ‚ ‚ ’Ὸ‒ ‖᾿ Ό  ⁴

„᾿ ‚  ⁴ ᾿ ᾿ ₀  ⁴῀ 

( ) ” ‚ῷ΅―   ―” ‚ ⁴ ᾿ ᾿ ᾿

᾿ ” „  ⁴῀ 
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＜大分県＞ 

‚⁴  

22 7 26  

 

  

   ” „᾿ ”  ῼ„ ” ” „ ” ”

‚  ⁴ ᾿₴↔⅍ₒₔ₈᾿₮₰Ω√᾿ ᾿ ₀΅ῲ῀  ῀ ” ‚‒―

’ ” ₀ ⁴ ’ ” ₀ ⁴ ” ₀ ›῀

Ή ῌ‗΅ῲ῀ ₀ Ό  ᾿ Ό  ⁴ ₀ Ό ‚

‗ ⁴ ‗‚‒― ” ₀ ‚  ᾿‾‒― ” ₀ ⁴

 ‗₀ ‗ ⁴῀ 

”  

 ” ₀ ῾ῲ‗ ⁴ „᾿ ‚ ║ ₀  ⁴ ‖Ῥ‒―᾿

” ”΅ ⁵Ὸ” ₀ ‖  ⁴ ‗ ⁴῀ 

(1) ” ’ ” ‚  ⁴ 11 18 ‚ —ῼ

” ₀ ῾ ‚ —΅―  ⁴  

(2) →₯⅜₰↨≤└₧≤└↨≥‖ ₀    

(3) ”  ⁴ₐ└₤≈∂╒⅍ ”    

(4)  ≥€ₐ₦⌂ ‚⁴ ₀ ῾  

(5)  ∂└℅∩╒↔₇└ⅎ ” ₀ ῾ ”  

(6)  ” ᾿ ” ᾿ ᾿ ₀ ῾   

 ” ‗’⁴ „ Ή̓ ‚⁴ ” ” ‚  ⁴ ῌ ₧

≥╒└ •Ή ₧≥╒└ ῌ” ₀ ‴ῴ‾”‖Ῥ‒―᾿ ”

‚ῷ΅― Ό ‴⁵⁴‾”‗ ⁴  ᾿ ₀ ῼ ῀ 

 

”  

 Ό   Ό᾿ ” ”΅ ⁵‚‾  ⁴‾”‖Ῥ⁴ ‗῀ 

(1) ‚ ⁴ Ό᾿ ‚  ⁵―΅⁴ ‗„ ” ‚ῷ΅―  ῼ

„ ” ‚  ⁴‾” „  ⁵―΅⁴ ‗ ” ‚  ⁴

‾”‖Ῥ‒―‾ ” ‗„  ῼ ’⁴ ₀  ᾿ ‚ ” ‚  

⁴‾”‖Ῥ⁴ ‗῀ 

(2)  ‚ ⁴ Ό ”  ῼ„ ” ” „ ”

” ‚  ⁴‾”‖Ῥ⁴ ‗῀ 

(3)  ‚ ⁴ ” ” •‚ ‚ ’ ” •”

Ό ’‾”‖Ῥ⁴ ‗῀ 

(4) Ό ‚  ’΅ ‗῀ 

(5) Ό ‚  ’΅ ‗῀ 

 

‚ῷ῾⁴  

„᾿ ” ₀ ῲ „᾿  ⁵ Ό  ⁴ ” ᾿ ᾿

• ₀  ᾿” ’ ‚ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 
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（５） 研究会や部会を設置し、官公需や中小企業の受注対策等の具体的施策を継続的に検討

している事例  （※各事例は、抜粋） 

 

＜千葉県＞ 

‚–΅― HP  

 ⁞ ᾿ ’‘Ό ₀  ᾿€╒→₰” ₀ ῾᾿ ₀

 ⁴Ή ῌ„᾿  ⁞ ” Ὸ᾿ ᾿”  Ό  ⁵―

΅‴ ῀  

  ῲ  ⁵₀ ῾᾿ ‖„᾿ ” ‗ ” ‚  ⁴‼᾿

 ΅ ‚   ” ⁞᾿ ” ” ” ‗

” ”‼” ₀  ⁴ ₀  ‴ ῀  

  ” ‖„᾿ ᾿ ᾿ ᾿ ’‘” Ό᾿ ⁞

” ₀ ΅’Ό᾿ ” ⁞ ‚–΅―᾿ ῼ ║  

―΅Ὼ‴ ῀  

 ’ῷ᾿ „᾿ ” ’ ₀  ⁴‼‚᾿ ‗ ‴ ῀ 

 

║  

18 12 1  
 

 

 ‚ῷ῾⁴ ” ” ⁞ ” ” ”

‗ ” ₀ ⁴‼” ₀  ⁴ ‗₀ ‗ ᾿

5 ” ‚᾿ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ₀

 ⁴῀ 

 

 „᾿ ” ‚  ⁴ ₀  ⁴῀ 

1 ‚  ⁴ ” ‚  ⁴ ‗ 

2 ‚  ⁴ ” ‚  ⁴ ‗ 

3 ”‼” ‚  ― ῲ ” ‚  ⁴ ”

‚  ⁴ ‗ 

4 ” ” ‚  ⁴ ‗ 

 „᾿ ” • ” ₀ ‗ ―‴‗‼᾿

Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‚    ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 „᾿ ‚ῷ῾⁴ ” ‚ ‒―᾿ ” ₀  ⁴‾”‗ ⁴  ͂

 

 „᾿ ᾿ • ₀‾‒―  ⁴῀ 

 „᾿ ” ‗ ᾿ ₀  ⁴῀ 

 „᾿ ” ‗ ᾿ ₀  ᾿ ‚ Ῥ⁴ „᾿” ₀  ⁴῀ 

 „᾿ ‚  ⁴ ‗ ⁴῀ 

─╒₤└₧₧⌂╒↨  

 ” ’ ₀ ⁴‼᾿─╒₤└₧₧⌂╒↨ ΉWGῌ‗΅ῲ῀ ₀

ῼ῀ 

 WG „᾿ ” ‚Ῥ⁴ ₀‾‒― ―᾿WG ₀

 ⁴῀ 

 WG „᾿ ‚  ⁴ ₀‾‒― ―⁴῀ 

 WG „᾿ ‚  ― ” ₀ ‼⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴῀ 
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＜福岡県＞ 

” ‚  ⁴ ‚–΅― HP  

 

 ‚ῷ΅―„᾿ ”  ΅ ₀ ‴ῴ᾿ ( • ” ₀ ›῀

 ῀)‚ῷ῾⁴ ” ” ₀ ‒―΅⁴‗ ⁶‖ ῀ 

  ”‼᾿ ” ’ ‗ ” ₀ ‗ ―᾿

₀   ̓” ‖Ῥ⁴中小企業受注確保対策部会₀  ―᾿

” ”‼” ₀ ‚  ―‴΅‴ ῀ 

 –Ὼ‴ ―„᾿  ⁵ ” ‚  ―„᾿ ₀  ⁵‴ ῲ ”

₀ῷ ΅΅ ‴ ῀ 

” ₀  ⁴ ‚„᾿ ‚  ⁴ ‗῀ 

” ” ‚  ―„᾿ ‚   ₀ – ₀

 ⁴ ‗῀ 

‚ ΅ ‖ ₀  ’΅ ‗῀ 

₀ ‚  ⁴ ‗῀ 

᾿ ( ) „ ( )” ₀ ῾‗Ὼ„᾿ ₀  

 ‚  ᾿  ⁴ ₀ ‚ ῲ ‗῀ 

„᾿ ‚ Ὸ  ⁴ ‗῀ 

 

 

 

  

   ” „᾿ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ” ’ ‗ ₀  

⁴‼᾿ ‚ ‼⁴‾””‰Ὸ᾿ ’ ₀ ‼

⁴῀ 

 ”  

„᾿ ” Ό ‚ ⁸⁵⁴ῲ  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(1) ”  

  ₈ ”  

  ₐ ”  

  ₒ ‚⁴ ”  

  ₔ ”  

(2) „ ” ”  

(3) ‚  ⁴  

  ₈ ” ” ‗’⁴ Ό ₀ ῲ „᾿ (1) ‚  ―

₀  ⁴ῲ  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

ₐ Ό ῲ ” ‚–΅―᾿ ₀  ⁴ῲ  ⁴‾”‗ 

⁴῀ 

(4) ᾿ ‚  ⁴  

” ”‼᾿ • ‚  ᾿ ’ ₀  ⁵⁴ῲ

 ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(5) ”  

(6) ” ‚  ⁴  
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（６） 小規模事業者登録制度を実施し、域内の小規模事業者の受注機会の拡大を図る事例  

（※各事例は、抜粋） 

 

＜坂戸市＞ 

 

 11 3 24 ᾿  12 3 10  

 

  

  Ό  ⁴ ’ ‚–΅―᾿ ” ” ₀ ΅᾿ ‚

 ⁴ ‗‚‒―᾿ ” ₀ ⁶ῲ‗ ⁴‾”‖Ῥ⁴῀ 

 ‖Ὼ⁴  

‚ ⁴ ₀ ῼ ” ‖ ᾿ ” ” ᾿

᾿ „ ⁸’΅῀  

 ‖Ὼ’΅  

‚ ר ⁴ ₀ Ὸ’΅ ” ‚ ΌῬ⁴ ’‘  

• ש „ ‖ ₀ ―΅’΅  

” ת ‚  ⁴ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‚

—ῼ ΅⁸⁴ ₀ ―΅⁴ • ‚ ‚ —ῼ ‚

 ⁵―΅⁴  

₀ װ  ⁴‼‚ ’ ║ ₀  ’΅  

 ”  

 ῾ ῾᾿ ” Ὸ  ⁴῀ „ ‖ ῲ῀ 

 ”  

  Ὸ ” ” ‴‖” ‗ ᾿” ᾿  ‗‚ ‚ ‚

—Ὼ  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ”  ΅ 

  „᾿ ’ ₀ ΅ Ή̓ ῌ‚  ᾿ ‚

₧⌂╒↨ₒₔ₈ ₀  ⁴‗‗‾‚᾿ 10 2 ‚  ―

‚‾  ―᾿  ⁴ ‚ ⁴ ‚  ― ‚ ₀

ῴ⁴ῲ ‼⁴῀’ῷ᾿ ‚ῷ΅―„᾿ ‚ —ῼ ” ₀  

⁴‾”‖„’΅῀ 

 ‗’⁴  

   ” ‚  ―„᾿ ” ” ᾿ ᾿ ᾿ ” ‚

–΅― ‖Ῥ⁴ ₀  ᾿ ” ‗ ⁴ „᾿ 13 ‚

 ⁴ ” ‚  ᾿ ‚ ‼⁴ ” ‖᾿ Ό ‖᾿Ὸ–᾿

Ὸ‹― ” Ό ‖Ῥ⁴‗ ‼⁵⁴‾”‗ ⁴῀ 

  

  ‚  ⁵ ‗” ‚  ―„᾿

Ή ῌ‗΅ῲ῀ 17 6 ” ‚ —Ὼ᾿ Ό 130 ‖Ῥ᾿Ὸ–᾿

” Ό ₀  ’΅ ‗‗’⁴ῷ⁵Ό’΅‗ ‼⁴‗Ὼ„᾿ ”

₀  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴‾”‗ ⁴῀130 ” ‚  ―„᾿ 16 •

17 ₀  ⁴῀ 
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＜立川市＞ 

 

22 4 1  

 

 

 ”  ⁴ Ὸ– ’ • Ή ῌ‗΅ῲ῀ ₀

‚᾿ ” ‖᾿ 24 100 ‚ ‼⁴

₀ ῾―΅’΅ ” ‚᾿ ” Ό‖Ὼ’΅ Ή

ῌ‗΅ῲ῀ ”ῲ᾿ ” ₀  ⁴ ₀ Ή ῌ‗΅ῲ῀

 ⁴ ‗‚᾿ ” ” ” ₀ ⁴ ‗₀ ‗ ⁴῀ 

 

 Ό ‖Ὼ⁴ „᾿ ” Ό 500,000 ”

• ‚  ⁴‾”‗ ᾿” ‚–΅―„᾿ 39

15 ῀ Ή ῌ‗΅ῲ῀ 27 ” ‚᾿ ₀  

⁴ ‗ ―  ⁵‾” Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‗ ‚ ῲ‾”‗ ⁴  ͂

”  

 ‚ ₀ ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴ „᾿ ” ‚  ⁴ ‗ ⁴῀ ᾿

• •‚ ‖ ₀ ’΅‾”„᾿ ” ΌῬ⁴ ₀ ῼ

‰Ὸ᾿ ₀ ⁴ ‗Ό‖Ὼ’΅῀ 

(1) ⁴ ” Ό ‚Ῥ⁴  

(2) ” ₀ ῾―΅’΅ ‖ ” Ό‖Ὼ’΅  

(3) ₀  ⁴ ‚ „ ₀ ‗ ⁴ „᾿” „ ₀

 ⁴  

” •  

 ₀  ⁴ „᾿ ῀ Ή ῌ

‗΅ῲ῀ ‚᾿ ” ‚  ⁴ ₀  ―᾿  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ” ‚⁴ ” ₀ ῾‗Ὼ„ ̓” ₀  ᾿

Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‚  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ” Ή ῌ‗΅ῲ῀ „᾿ ” ‚  ⁴ ” Ή

ῌ‗΅ῲ῀ ‚  ᾿ ‚  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(1) Ὸ 25 ‴‖ ”  ⁴ ” ” Ὸ 25 31 ‴‖ 

(2) 26  ”  ⁴ ” ” Ὸ 25 31 ‴‖ 

 ‚  ⁵ Ή ῌ‗΅ῲ῀ Ό ₀  ⁴‗Ὼ„᾿

Ό  ⁴ ”  ⁴ ” Ὸ ‴‖”  ⁴ ‚᾿ •

‚  ⁴ ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ” ‚⁴ ” ₀ ῾‗Ὼ„ ̓” ₀  ᾿ ₀  ⁴

‾”‗ ⁴῀ 

”  

 ₀  ⁴‗Ὼ„᾿ ᾿ •” ₀ ”ῲῴ᾿ „

” Ὸ᾿  ῲ‗ ⁴ ₀  ⁴‾”‗ ⁴  ͂” ‚ῷ΅―᾿

30 ” ‚᾿ ‚   ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ” ‚⁴ ‚Ῥ‒―„᾿ ” Ό ” ₀ ’΅‾”

‗ ⁴῀ 

 

 

※ 上記事例の他、同様の制度を多数の自治体で実施している。  
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（７） 地産地消、域内産資材の優先使用を推進し、域内企業者の育成や受注機会の確保を図

る事例  （※各事例は、抜粋） 

 

＜徳島県＞ 

Ή • ” ”‼” ῌ‚–΅― 

22 6 8  

 

 

‖„᾿ Ό ‖Ὼ⁴ ’ ₀  ⁴‼᾿ ” ”

᾿ ” ₀ ‗ ᾿ ” ―” Ό  ⁴Ή ᾘΉ ₮₰Ω

√ ᾘΉ ᾘΉ” ” ῌ‚ῷ΅―᾿ ” ║ ₀

  ⁴‼᾿ ”‗ῷΉ • ” ”‼”

ῌ₀  ᾿ ‚ ⁴ ₀ › ‚ ΅’Ό᾿

‚ —Ὼ᾿ ” • ” ₀  ⁴῀ 

 

” ₀  ῀ 

‚ῷ῾⁴  

 

( ) 

  

(1)  

 

( ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ό  ⁴

‚ ⁴

‚  ⁴

᾿ •

₀ ›  

 

 

 

 

 

 

Ή ר ῌ

” Ὸ  ⁴ ‗‗ ᾿ ”

΅ ‖ ‖„ Ό ’‾”₀

Ὼ᾿ ‗ ― ₀  ⁴῀ 

’ῷ᾿ ‚ῷ῾⁴

‚Ῥ‒―„᾿ ” ΅ ‖

‖„ Ό ’‾”₀ Ὼ᾿ ‴„

‗ ―᾿ ‗ ― ₀  ⁴῀ 

’ ש Ό ‗’⁴‾”‚–΅―„᾿

║   ₀ ῲ῀ 

‚ ת  ᾿ ‚Ῥ‒―

„᾿ ” ’ ᾿‴᾿ ‚

–΅―‾ ᾿ ”

₀ ‚ ₀ ῲ῀ 

῏ͨ ” ‚ ₀  ⁴ ῐ 

(2)    

 ₮₰Ω√ 

  

( ) 

 

 

 

 

 

 

 

Ό  ⁴

₮₰Ω√ ₪└↓≈╒

₿╒” •∞ₐ└

Ω⅓└₰᾿₪└↓≈╒

₿╒℮╒₿ ᾿₪└

↓≈╒₿╒₮₰Ω√

᾿₪└↓≈╒₿╒₴

↔⅍ₒₓ₈”∞ₐ└Ω

⅓└₰” ” €

╒→₰ ” ‚

⁴  

„‖ ר ‖Ὼ’΅ ‴̓„

”‹‖„ Ό ‖Ὼ’΅ ₀ Ὼ᾿ ‗

 ― ₀  ⁴῀ ᾿ ‚ ᾿

 ―΅⁴ ₮₰Ω√‚ ⁴ ‚

 ―‚ ⁴ ‚  ―„  ̓” ‖„’

΅῀ 

”ₒₓ₈⅍↔₴₰╒₴└↨╒₡ ש ₀ ‗ 

 ₀  ᾿ ” ”

₀ ⁴῀ 

῏ͨ ” ‚ ᾿ •

₀  ⁴ ῐ 
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(3)   

  

( )  

 

 

 

‚ῷ΅―

 ῲ ”

‚ ⁴  

Ή ר ” ” ‚ ⁴ •

ῌ” Ὸ  

⁴ ‗‗ ᾿ ‖„ ‖Ὼ’΅ ‴̓

„ ”‹‖„ Ό ‖Ὼ’΅ ₀

Ὼ᾿ ‗ ― ₀  ⁴῀ 

῏ͨ ” ‚ ᾿ •

₀  ⁴ ῐ 

(4) ”  

”  

( )  

᾿

₮₰Ω√

•

” ‚ ⁴

 

„‖ ר ‖Ὼ’΅ ‴̓„

”‹‖„ Ό ‖Ὼ’΅ ₀ Ὼ᾿ ‗

 ― ₀  ⁴῀ 

₀ ש ⁴ ‗ ―΅’΅ ‚᾿ ║

℮₭ₐ└ ‗  ― ₀  ⁴ „᾿ ’

‖  ⁴ ‗‚᾿ ” ”

‚ ‼⁴῀ 

║ ת ’‘‖ ‚  ―΅⁴

‾”‚–΅―„᾿ ” ‚ ‗ ―

₀  ⁴‗‗‾‚ O̓A ‚–΅

―„᾿ ‖ ‖Ὼ⁴ „᾿ ’ 

₀  ⁴῀ 

῏ͨ ” ‚ ᾿ •

₀  ⁴ ῐ 

 

    ‚ —ῼ Ή̓ ” • ” ῌ‚–΅―

„᾿ „ ‴‖‗ ⁴῀ 

Ὸ ‴‖” ‚  ⁴‾”₀ ‗ ⁴῀  

↔₠⌠╒₈№↨  

(1) ₀   ”  

Ό ר   ⁴ ‚ῷ῾⁴ ”ῲ᾿ 30 ” 2‖ ‼⁴

₀ ῴ᾿ ‚–΅―„᾿ ‚ ₀  ⁴ ”

᾿ ” ‚–΅―„᾿ ‚ ᾿ • ₀  ⁴

” ‗ ‚   ‚–΅―„᾿ ‗ ―᾿  ‗

‚᾿ ᾿ ᾿ ᾿ ₀   ₀  ⁴ ‗‗ ⁴  ͂

(2)  ‗”  

   ‗” ‚–΅―„᾿  ‗‚᾿ ‚ῷ΅― ‴‗‼᾿

₀ ‴ῴ ₀ ῲ ‗‗ ⁴῀ 

(3) ” ᾿  

  ” ‚–΅―„᾿  ‗‚ ₀‾‗‚᾿ ‚ ‼⁴Ή

” ‚  ⁴ ῌ‚ῷ΅―᾿ ᾿ ₀ ΅᾿” ₀  ⁴

 ‗‚᾿ ₀ ‼―΅ῼ ‗‗ ⁴῀ 
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＜山口県＞ 

⁴ ‗  

20 12 24 ║ ᾿ 51  
 

 

  ” „᾿ ” ‚⁴⁴ ‗ ” ‚–΅―᾿ ₀ ‼᾿

•‚ ᾿ • ” •‚ ” ₀ Ὸ‚ ⁴‗‗‾‚᾿

” ‚  ⁴ ” ‗’⁴ ₀ ‼⁴ ‗‚᾿⁴ ‗ ₀  ᾿‾‒―

Ῥ⁴ ” ” • ” ‚  ⁴ ‗₀ ‗ ⁴῀ 

 

  ” ‚ῷ΅―Ή⁴ ‗ ῌ‗„᾿ ‖ ₀ ‹᾿ „€╒→₰”

₀ ῲ ₀΅ῲ῀ 

  ” ‚ῷ΅―Ή ῌ‗„᾿ ” ”΅ ⁵Ὸ‚  ⁴‾”₀΅ῲ῀ 

 ‖  ⁵᾿  ⁵᾿  ῼ„   ⁵ „ ‖  ⁵᾿  ῼ„
 ⁵  

 ‚  ⁴‾”₀ ‗ ―  ⁵᾿ „  ⁵  

 ‖  ⁵⁴€╒→₰ 

  ” ‚ῷ΅―Ή ῌ‗„᾿ ₀  ᾿ „  ⁴ ‗₀΅ῲ῀ 

  ” ‚ῷ΅―Ή ῌ‗„᾿ ”  ⁴ „ ” ₀ ‗ 

⁴ ₀΅ῲ῀ 

 

 ⁴ ‗ ₀  ⁴‼” ” „᾿ ᾿ ᾿ • ‚

⁴ ” ‚ —Ὼ᾿ ‚ ⁸⁵⁴ ‗₀ ‗ ―  ⁵’῾⁵‟’’΅῀ 

 ⁴ ‗ ₀  ⁴‼” ” „᾿ ‚ῷ῾⁴ ᾿ • ” ‚

 ₀   ᾿ ” ” • ” ₀ ⁴ ‗₀ ‗ ―  

⁵’῾⁵‟’’΅῀ 

”  

 „᾿ ᾿ ᾿ ᾿ • ‗ ₀ ’Ό᾿ ” ‚ῷ

΅―᾿ ‚  ⁴ ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 „᾿ ᾿ • Ό ’ ‚ ‚  › ” ”

’ ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

 „᾿ ₀  ―⁴ ‗ ₀  ⁴‼᾿ ‚  ⁴ ₀  ⁴‾

”‗ ⁴῀ 

 ⁴ ‗ ₀ ῴ⁴ ΅ ” • ₀ ⁴ ‗῀ 

 ‚  ⁴ ₀   • ’ ” ₀  ⁴ ‗᾿

₀  ⁴ ‗ ‚᾿ ” • ₀ ⁴ ‗῀ 

 „ ” ‚ ᾿ ” ” ” ᾿ ” ”

” ‚  ― ” ” ” ” ₀ ⁴‗‗‾‚᾿ ”

₀ ⁴ ‗῀ 

᾿ ‚  ⁴  

 „᾿ Ό  ⁴⁴ ‗ ” ‚  ⁴ •‚ ᾿ •

Ό ῲ ‚  ⁴ ₀  ⁴‼᾿ ” ᾿ ’ ” ”

’ ₀  ⁴ῲ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

”  

 „᾿⁴ ‗ ” ‚  ⁴ ₀  ⁴‼᾿ ’ ” ₀  

⁴ῲ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 
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（８） 「ローカル発注」への取組を通じ、中小企業者への優先的発注に取り組んでいる事例 

  （※事例は、抜粋） 

 

＜佐賀県＞ 

⌠╒₢⌂ ‚–΅―  

 

ῴ  

⌠╒₢⌂ ‗„᾿  ΅ ║ ₀ ‴ῴ᾿ ” ” ᾿ ”

₀ ‗ ᾿ ║ ₀ ‼―΅ῼ‼᾿ ” ’ ₀ ῲ‾

” 15 8 Ὸ” ῀ 

’  

(1)  

Ὸ ‒―΅⁴ ‚   ₀  ᾿ ‚  ― ῾

” ” ᾿ ” • ” ‚ ‼⁴

ῲ ‚  ⁴῀ 

₪└€⌂₿└⅍” ‚–΅―„᾿ ‗ ‚⁴ JV ⁞

‚   ‚᾿ ” ‚ ‼⁴῀ 

 

(2)  

║WTO ” ₀ ῾’΅‾”‚–΅―„᾿ ᾿ IT ‚⁴

₀ ῀ 

║WTO ” ₀ ῾⁴‾”‚–΅―„᾿ IT ₀ ‼ ”

⁞᾿ ‚ IT ₀  ῀ 

║ Ό ’ ᾿ ᾿ ‚ ῀ 

 (3) ”  

║ • „᾿ ᾿  ⁴῀ 

║ ║℮₭ₐ└₀ ‼ ’‘„᾿ ‚ ” ‚ ‼⁴  ͂
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（９） 中小企業支援法に基づく中小企業支援計画に中小企業者の受注機会の増大を盛り込ん

でいる事例   （※事例は、抜粋） 

 

＜熊本県＞ 

22  

 

ϲ ” ’ ῴ  

‖„᾿ 19 3 ‚ ” ‗’⁴Ή ῌ

₀  ―ῷ᾿ 22 ‾ ” ‚ ‒―᾿‾”—ῼ” ║ ᾿

⁞ ᾿ ” ₀„ ‼‗  ’‘᾿ ”

‖Ῥ⁴ ₀  ⁴ ‹₀  ⁴῀ 

‴᾿ ⁞ ᾿ ῼ ” ’‘ ” ‚ ῾ ‹

‚–΅―‾᾿ ⁞ ‗  ’Ό᾿ ’⁴ ” ‚ ‼⁴‗‗

‾‚᾿ ” ⁞ ” ” ᾿ ‚  ⁴

” ║ ” ’‘᾿ ” ‚ ῾ ‚–΅―‾

‚  ₁‖΅ῼ῀ 

 

ϳ  

”  

 ” ║ ” ”  

(1) ”  

(2) ” ”  

   ” ‚ ᾿ ‖ ’‾”„   ⁴‗΅ῲ ”

᾿ ║ ⁞ ” ‚  ‹᾿ ” ’ ⁞ Ὸ– ’

” ‚  ––᾿ ” ” ‚ ‼⁴‗‗‾‚᾿ Ό

 ⁴ ⁞ ‚–΅―‾᾿ Ὸ” ‚ ‼―΅ῼ῀ 

(3) ”  

  Ό᾿ ” ‖ ” ‚ ’ ” ₀ ⁴ ₀  ᾿

” ₀ ‚  ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴ῲ‚ ⁴ ‗‚᾿  ⁵

” ₈№↨⁞ ‚–’ ⁴‗‗‾‚᾿ ” ” ‹

” ₀ ⁴῀ 

(4) ‚  ⁴ ” • ”  

(5) ᾿ ‚  ⁴ ”  

᾿ ” ‚  ―᾿ ‖  ⁵⁴ ” ‚Ῥ‒―᾿

  ―‾ῲῲ᾿ ” ‚⁴ ₀ ῀ 

(6) ‚ῷ῾⁴ ᾿ ”  

Ό  ⁴ ” ‚Ή ‚ῷ῾⁴ • ”

⁞ ” ‚–΅―” ῌ₀  ᾿ ” ₀ ‼⁴῀ 
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（１０） 指名業者選定基準等に地元中小企業者の優先指名、または受注機会拡大への配慮を

定めている事例   （※各事例は、抜粋） 

 

＜帯広市＞ 

 

15 4 1 ᾿ 20 4 1  

 

 

3  ” ₀ ‴ῴ᾿ ” ‚  ―᾿ ” ᾿ ᾿

₀ ‚  ᾿ ” ‚  ’΅ῲ‚  ᾿ ” ‚ ΅  

⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ‚  ⁴ ‚„᾿ ‚  ⁴ ₀᾿ ” ‚  ―  ⁴ ‗Ό‖Ὼ

⁴῀ 

1 38 154 2 ‚ ‼⁴ ‚  ⁴  

2 ‚ „ ⁴ ₀  ⁴  

 

 

＜盛岡市＞ 

 

12 5 25 ᾿  22 3 31  

 

 

1  ” „ ‚ ‼ΌῬ⁴‾””‰Ὸ Ό  ⁴ ” ‚ ⁴

• ‚⁴‾”₀ ›῀ Ή ῌ‗΅

ῲ῀ ” ‚  ⁴ ” ΅‚–΅― ’ ₀ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

”  

3 ” ‚ ‒―„ ” ‚ ” ” ”

₀ ῲ‾”‗ ⁴῀ 

1  ” ₀  ⁴‼ •” ‚ῷ΅― ║ ║

₀ ‼  ― ” ₀ ⁴ ‗῀ 

2  ’ ” ₀  ⁴‼ ” Ὸ– ’

” ‚ ‼⁴ ‗῀ 

3  ” ’ ‗ ” ₀ ⁴‼ ”

” ‚  ⁴ ‗ 
 

 

＜東京都＞ 

⁵  

18 4 1  

 

5  

4‚ ‼⁴‗ ⁶‚  ⁴ „᾿ ” ‚  ⁴ ₀ ” ‚  ―  

⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴῀ 

(1) Ό ‗ ‼  

(2) ( 38 154 ) ‚ ‼⁴ ‚  ⁴  
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（１１） 地元中小企業者に共同企業体（ＪＶ）を結成させ、中小企業者の受注機会の増大や技術

向上を図ろうとしている事例   （※各事例は、抜粋） 

 

＜青梅市＞ 

‚ῷ῾⁴ ” ”‼” ‚  ⁴ ”

 

 21 6 1  

 

 

 ” „᾿ Ό  ⁴ ‚–΅―᾿ ” ₀΅

ῲ῀  ῀ ‗ ( 38 154 ) 2 1 ‚

 ⁴ ₀΅ῲ῀  ῀ ‖ ₀   ᾿ ₀   ⁴ ‗‚‒―᾿

” ” ‗ ” ₀ ⁴‼‚ ’ ₀ ‼⁴῀ 

”  

 ” „᾿ ‚⁴ 37 11 27 ῾

‚⁴Ή ῌ‚⁴‾” ‗ ⁴῀ 

 

1  ” ” „᾿ ” Ό᾿⁵⁵ ‚  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

₈ ₀ ›  4  

ₐ  5  

ₒ  1 5  

2 ‚  ⁴‾””‰Ὸ᾿ ” ᾿ ‚   ‚⁴ Ό ‗

Ή ῌ‗΅ῲ῀ Ό ‼⁴ ‚–΅―„᾿ ‚  ⁴ ‗Ό

‖Ὼ⁴‾”‗ ⁴῀‴᾿ ” ‚  ’΅‼᾿ ₀  ⁴ Ό’΅

‗ Ό ‼⁴ ‚–΅―„᾿ ‗ ’΅ ‗Ό‖Ὼ⁴‾”‗ ⁴῀ 
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（１２） 公募型見積合せ実施要綱の参加条件を中小企業のみとしている事例 

   （※事例は、抜粋） 

 

＜横浜市＞ 

   

 22 6 1  

 

 

 ₀ ῼ῀  ῀ ”  ⁴ ” ” ᾿ ᾿

• •‚ ” ᾿ ” ‚ῷ΅―᾿ 39 3

59 ῀ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ” ‚  ⁴ ‚

Ῥ‒―„Ή 20 4 7 2 ” ‚

‹ ῴ―  ⁴ ῌ‗᾿ ” ‚  ⁴ ‚Ῥ‒―„

Ή 20 11 2 ” ‚ ‹

ῴ―  ⁴ ῌ‗ ‹ ῴ⁴‾”‗ ⁴῀  ῀ • ║

‚  ⁴ 8 4 ῀ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‚

‼⁴‾””‰Ὸ᾿  ‚⁴ ” ” ‚–΅― ₀ ‼⁴‾

”‗ ⁴῀ 

 

  ” ‚ῷ΅―᾿ ” ‚  ⁴ ” „᾿ ‚ ‼⁴‗ ⁶‚

⁴῀ 

(1)  ‚ῷ῾⁴ ‚ῷ΅― ‗ ―

Ό ‼⁵―΅⁴ ῀ 

(2)  ‚ῷ῾⁴ ‚ῷ΅― ‗ ― Ό

‼⁵―΅⁴ ῀ 

 

  ‚⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴ „᾿ Ό ” ‚  ⁴

” ‗ ⁴῀ 

(1) ”  160  

(2) ” • ”  160  

(3) ”  100  

(4) ” ≥╒₰  80 12Ὸ ”  

(5) ”  100  

 ” „᾿ ‚⁴ ” ‚„ ” ‗ ⁴  ͂

 

‚⁴  

  ” ‚ ‖Ὼ⁴ „ ‗ ⁴῀ 

 ” ‚ῷ΅― Ό ‖Ὼ’΅‗ ‼⁴‗Ὼ„᾿ „ ‚–

΅―‾   ⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴῀ 
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（１３） 入札参加資格の審査項目の算定方法において官公需適格組合に対し、特例の設定を行

っている事例   （※各事例は、抜粋） 

 

＜秋田県＞ 

‚ ⁴ ” ” ‚  ⁴  

16 4 5  -63  

 

  

 ” „᾿ ”  ⁴ ‚–΅― ” ₀ ‼⁴ ”

” ‚  ᾿ ₀ ῾⁴ ‗₀ ‗ ⁴῀ 

  

   ” ‚ῷ΅―Ή ῌ‗„᾿ ‚ —ῼ ‖᾿

” ‚⁴ ₀ ῾ Ὸ̓–᾿ ” ” ₀ ῾―΅⁴

‾”₀΅ῲ῀ 

  ” ‚ῷ΅―Ή ῌ‗„᾿ Ό ” ” ‚―  ⁴ ”ῲ

Ὸ ”  ‗‚   ₀΅ῲ῀ ” ‚ῷ΅―᾿ ” „᾿

₀ ῴ―„’’΅‾”‗ ⁴῀ 

(1) ” ‖Ῥ⁴ ‗῀ 

(2) ” ‴„᾿ ” Ό ‗’‒―΅⁴ ‖Ῥ⁴ ‗῀ 

(3) ‚  ᾿ 3 ” ‚⁴ ₀ ῾᾿Ὸ–᾿ 27 ”

29 1 ” ‚⁴ ” ₀ ῾―΅⁴ ‗῀ 

 ” ‚  ⁴  

  ” ” ‚  ⁴ „᾿ ‚ ‼⁴‗ ⁶‚⁴‾”‗ ⁴῀ 

 (1) 3 1 (1) ₐ ” „᾿ •

” ” ‗ ⁴῀ 

 (2) 3 1 (1) ₐ ” • „᾿ • ”⁵

⁵” ‗ ⁴῀ 

(3) 3 1 (1) ⌠ ” „᾿ • ” ”

” ” ‗ ⁴῀ 

(4) 3 1 (1) ⅞ ” „᾿ • ” ”

‗ ⁴῀ 

(5) 3 1 (1) ⅔ ” ” „ • ”

”ῲ᾿” ” ” ‗ ⁴῀ 

(6) 3 1 (2) ₐ ” ” „ • ”

⁵⁵” ” ‗ ⁴῀ 

(7) 3 1 (2) ⌠ ” ᾿ ⅞ ” • ⅔ ” „

• ” ‗ ⁴῀ 

(8) 3 1 (2) ∏ Ὸ ⅍ ‴‖” ‚–΅―„᾿ •

‚–΅―  ⁴῀ 

 ”  

  ” „᾿ ‚⁴ ” ₀  ⁴ ” ₀  ‚–΅―  ⁴‾”

‗ ⁴῀ 
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＜滋賀県＞ 

” ‚  ⁴  

20 9 30  

 

 

1  ” „᾿ Ό  ⁴ ‚–΅―᾿ ” ” ₀

⁴‼᾿ ‚  ⁴ ” ₀ ‼⁴ ‚ῷ῾⁴ ” ”

΅‚–΅― ₀ ῾⁴ ‗₀ ‗ ⁴῀ 

 

2  ” ‚ῷ΅― ‗’⁴ ‗„᾿ ‚ —Ὼ

” ₀ ῾ ‖᾿ 3 ” ‚⁴ ₀ ῾᾿Ὸ–

” ” ₀ ῾―΅⁴ Ή ῌ‗΅ῲ῀ ₀΅ῲ῀ 

  ” ‚ῷ΅― ‗„᾿ Ό ” ‚  ⁴ ”ῲῸ᾿ ”

 ‗‚   ₀΅ῲ῀ ” ‚ῷ΅―᾿ ” „ ₀ ῴ

―„’’΅‾”‗ ⁴῀ 

(1) ” ‖Ῥ⁴ ‗ 

(2) ” ‴„ ” Ό ‗’‒―΅⁴ ‖Ῥ⁴ ‗ 

(3) ” ‗ ‚  ―΅⁴ ‖

Ῥ⁴ ‗ 

” ‚  ⁴  

3 ” ῷ• Ή ῌ‗΅ῲ῀ 4

1 ‚ ‼⁴ ‚  ⁴ ‚–΅―„᾿ ” ‚ ‼⁴‗ ⁶‚⁴῀ 

(1)  ‗” ” „᾿ ῷ• ”

 ‗” ” ‚  ⁴῀ 

  ᾿ ‚ ” ‗ ―   ΌῬ⁴‗Ὼ„᾿” ₀ ῼ῀ 

(2) ῷ• ” „᾿ ῷ• ” ” ” ‚

‼ ” ’̓•‚ ῷ• ” ” ‚ ‼

 ” ‚  ⁴῀ 

(3) ” „᾿ ῷ• ” ” ” ‗ ⁴῀ 

(4) „᾿ ῷ• ” ” ‗ ⁴῀ 

” ‚  ⁴  

4 ” ‚  ―„᾿ 5 2 ‚ῷ΅― ‼⁴ ” ‚ῸῸ⁸ ᾿

3 2 ‚ ‼⁴ ” ‚ῷ΅―᾿

31 11 13 28 2 ‚ ‼⁴

Ή ῌ‗΅ῲ῀ Ό ₀  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 ᾿ ” ‚ῷ῾⁴ „ ₀ ‗ ⁴῀ 

  ” ” ₀  ⁴ ᾿ 3 1 2 ” ‚ —ῼΉ

ῌ” ₀  ―΅’΅ ‚Ῥ‒―„᾿ ‖Ὼ⁴ ” ₀᾿

2 ‚ ‼⁴ ‚  ⁴ 3 ‖ ‼⁴ ” ”

‗ ⁴῀ 

”  

5 ” ‚Ῥ᾿ ₀  ⁴ ‚Ῥ‒―„᾿ ” ₀  ’

΅‾”‗ ⁴῀ 

    ‴᾿ ‚Ῥ‒―„᾿ Ό   „ ” ₀ ‼’΅‾

”‗ ⁴῀ 
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＜津山市＞ 

‚ ⁴ • ” ‚  ⁴  

11 4 1  10  

 

 

1   ” „᾿ Ό  ⁴ 2 1 ‚  ⁴ ”

‚ ⁴ „ ‚  ⁴ ‚ —ῼ

” •” ” ‚  ᾿ ”

• ‚  ⁴ ‚ ‼⁴ ” ₀ ‼⁴‾”‗ ⁴῀ 

” ₀ ῾⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴  

2   ” ‚⁴ ” ₀ ῾⁴ ‗Ό‖Ὼ⁴ Ή ῌ‗΅ῲ῀

„᾿ 4 1 ” ‚ ‚  ⁵ ‖᾿ ”

‚  ⁴ ‚  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(1) ‚ ⁴ ₀  ⁴ ‗῀ 

(2) Ό  ⁴ Ή ῌ‗΅ῲ῀

” ₀ ῾―΅⁴ ‗῀ 

(3) ‚  ῲ‗ ⁴ ” ‚–΅―᾿ ” ‚ ‚–΅―”

‼ΌῬ⁴ ‗῀ 

”  

3  ” „᾿ ” ‚  ⁴ ‚  ⁴ ”

”ῲῸ   ”‾”₀ ‗ ―  ⁴‾”‗ ⁴῀ 

(1) ” ‖Ῥ⁴ ‗῀ ᾿ ‖Ῥ⁴ ‚Ῥ‒―„᾿” Ό

” ‖Ῥ⁴ ‗῀ 

(2) ⁴ ₀ ‚  ⁴ ‗῀ 

(3) Ό ῾ ‚ ⁴ ” ‚–΅―᾿ 2 2

‚  ⁴ ₀  ⁴ ‗῀ 

”  

4  „᾿ ” ‚   Ή ῌ‗΅ῲ῀ ‚–΅

―᾿ ” ‚  ⁴ ” ₀  ᾿ ‚  ⁴

2 ‚⁴ ” ₀ ῲ‾”‗ ⁴῀ 

 (1)  

  ₈  

    ”ῲ ” Ή ”

ῌ‗΅ῲ῀ ” ‚᾿” ” ” ”

” ” ₀ ῴ―   

  ₐ  

    ” ” ” ‚ ̓” ” ”

” ” ” ₀ ῴ―   

  ₒ  

    ” ” ‚ ̓” ” ” ” ”

” ₀ ῴ―   

  ₔ  

    ” ” ‚ ̓” ” ” ” ” ” ₀

ῴ―   
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(2)  ”  

(3)  ‗”  ” ”  ‗” ‚ ̓”

” ”  ‗” ” ” ” ₀ ῴ―   

(4) ”  ”  

 ” ₀  ―  ⁴ ” 2 ‚⁴ Ή

ῌ‗΅ῲ῀ ” „᾿ ⁵⁵Ό ῾ ⁵ ” ” 1

” ‚ ⁴ ” ‗ ⁴῀ 

 Ό ”ῲ ” ‚ ῾ ⁵‾” Ή ῌ

‗΅ῲ῀ ” 2 ‚⁴ ₀ ῴ’΅‗Ὼ„᾿ ” ₀‾‒

― ῾ ⁴‾”‗ ⁴῀ 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 


